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第１章 はじめに 
 

１ 計画策定の背景と目的 

厚木市(以下「本市」という。)では、少子高齢化の進展に伴う社会保障費

の増大や、人口減少に伴う税収の減少に加え、1970 年代から 1980 年代の人

口急増期に集中整備した公共建築物や土木インフラが今後一斉に更新時期を

迎えます。これらに伴い、膨大な維持管理・修繕、建替え費用の発生が見込

まれるなど、公共施設等を取り巻く環境は一層厳しい状況が予測されていま

す。 

このような状況に対し、本市では、平成 17(2005)年度から「都市施設等配

置計画調査」による適正配置の検討や、庁内特別推進チームによる地域対応

施設のあり方の検討、中心市街地における公共施設の適正配置の検討などを

重ねてきました。平成 25(2013)年４月には、長期的な視点から公共建築物の

最適化を推進するための「公共施設の最適化基本方針」を策定し、市民が将

来にわたり安心して快適にサービスを享受できる環境づくりを進めていま

す。また、公共建築物、市営住宅、公園、下水道、橋梁等については、適正

な維持管理による施設の長寿命化計画等を策定し、従来の事後保全型から予

防保全型維持管理への転換を進めているところです。 

一方、国においても、平成 25(2013)年 12 月の「インフラ長寿命化基本計

画」策定や、平成 26(2014)年 4 月の総務大臣通知(「公共施設等総合管理計

画」の策定要請)等により、公共施設等の総量抑制、施設の長寿命化、維持

管理における民間活力の導入など、総合的かつ計画的な取り組みを求めてい

ます。 

これら本市を取り巻く社会情勢の変化や国の要請、および本市独自のこれ

までの取り組みを踏まえ、持続可能な行財政運営と良質な市民サービスを次

世代へと引き継ぐため、本市は平成 27(2015)年３月に「厚木市公共施設最適

化基本計画(公共施設等総合管理計画)」(以下「最適化基本計画」という。)

を策定しました。 

その後、国の要請に基づき、令和４(2022)年３月に最適化基本計画を改定

するとともに、具体的な実行計画となる「厚木市公共施設個別施設計画(以

下「個別施設計画」という。)」を新たに策定しました。 

 

この度、最適化基本計画の策定から 10 年が経過し見直しの時期を迎えた

こと、また、公共施設等を取り巻く環境の変化に対応し、当初の理念をより

強固なものとするため、最適化基本計画及び個別施設計画の改定を行いまし

た。なお、最適化基本計画については、対象外となっている公共施設等の位

置付けを行うことでより全市的に公共施設等の再配置・維持管理等を行う計
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画になること、また、全国的にも「公共施設等総合管理計画」の名称が一般

的となっていることから、名称を、「厚木市公共施設等総合管理計画」(以下

「総合管理計画」という。)へ変更しています。 

 

２ 計画期間 

総合管理計画は、最適化基本計画の計画期間を引き継ぎ、平成 27(2015)年

度から令和 36(2054)年度までの 40 年間を計画期間としています。計画期間

が長期に渡ることから、将来人口推計や財政状況の見通し等の変化に対応す

るため、総合管理計画は、おおむね 10 年ごとに見直し、総合管理計画に基

づく公共施設の適正配置及び長寿命化に係る実施計画に当たる個別施設計画

については、おおむね５年ごとに見直しを行うこととしていました。 

また、本改定では、計画期間の残りの 28 年間について、「前期」・「中

期」・「後期」の３つに区分けし、取組を位置付けることとしました。 

 

 

３ 本計画の位置付け 

総合管理計画については、公共施設等の最上位計画であることを踏まえ、

次のとおり位置付けます。 

 

平成27(2015)年度 令和７(2025)年度 令和９(2027)年度 令和17(2035)年度 令和27(2045)年度

～令和６(2024)年度 ～令和８(2026)年度 ～ 令和16(2034)年度 ～ 令和26(2044)年度 ～ 令和36(2054)年度

計画期間　平成27(2015)年度～令和36(2054)年度までの40年間

公共施設等総合管理計画

後期

10年間

中期

10年間

前期

８年間

公共施設最適化

基本計画

改定・

改称

インフラ長寿命化基本計画 【国】
第11次厚木市総合計画
行財政運営の五つの基本姿勢

２．公共施設・インフラの総合的な管理の徹底

厚木市公共施設等総合管理計画 (旧：厚木市公共施設最適化基本計画)

厚木市公共施設

個別施設計画

公共施設等総合管理計画の

策定等に関する指針
（令和５年10月10日改訂） 【国】

厚木市立小・中学校適正規模・適正配置に関する基本方針

厚木市スポーツの聖地づくり基本計画

その他各施設計画・個別計画等

実施計画として

位置付け
整合

個別計画として

位置付け

参酌

あつぎの道づくり計画

厚木市下水道ストックマネジメント計画

厚木市公園施設長寿命化計画

厚木市河川等施設維持管理計画

個別施設計画として

位置付け
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第２章 公共施設等の現状及び将来の見通し 

 

１ 公共建築物の現状 

(１) 公共建築物の整備状況と保有量の推移 

令和８(2026)年３月 31 日現在、本市の公共建築物の総保有量は 449

施設、総延べ床面積の合計は約 62 万５千㎡となっています。 

また、本市は昭和 40 年代から昭和 50 年代の急激な人口増加に対応す

るため、昭和 50 年代から平成初期にかけて、公共施設を集中的に整備

しました。公共施設を集中的に整備してきた昭和 50(1975)年度から平成

６(1994)年度までの 20 年間の合計延べ床面積は、約 41 万８千㎡であ

り、現在の公共建築物全体の約 67％を占めています。 

 

図 公共建築物の保有量の推移 

 

 
 

 

(２) 公共建築物の経過年数 

令和８(2026)年３月 31 日現在、本市が保有する公共建築物の経過年

数を見てみると、老朽化が見え始めるとされる築 20 年を経過した施設

の延べ床面積は公共建築物全体の約 87％となっています。 
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表 市有公共建築物ストックの状況 (令和８(2026)年３月 31 日現在) 

 

  

面積(㎡) 割合(%) 面積(㎡) 割合(%) 面積(㎡) 割合(%) 面積(㎡) 割合(%) 面積(㎡) 割合(%)

40年以上 58,786.90 19.34% 240,369.00 87.31% 3,200.47 25.94% 4,268.68 13.26% 306,625.05 49.16%

30～39年 145,222.52 47.78% 34,921.00 12.69% 3,281.64 26.60% 8,615.20 26.77% 192,040.36 30.79%

20～29年 28,845.16 9.49% 0.00 0.00% 2,363.90 19.16% 15,413.22 47.89% 46,622.28 7.47%

10～19年 18,594.77 6.12% 0.00 0.00% 1,024.40 8.30% 0.00 0.00% 19,619.17 3.15%

10年未満 52,512.63 17.28% 0.00 0.00% 2,468.45 20.01% 3,885.64 12.07% 58,866.72 9.44%

計 303,961.98 100.00% 275,290.00 100.00% 12,338.86 100.00% 32,182.74 100.00% 623,773.58 100.00%

（用途別）

経過年数
庁舎他 学校施設 消防施設 公営住宅

48.73% 44.13% 1.98% 5.16% 100.00%

全体

9.44

17.28
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0.00
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0.00

7.47

9.49

0.00
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10年未満 10～19年 20～29年 30～39年 40年以上
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(３) 県内各自治体との比較 

本市の人口１人当たりの公共建築物延べ床面積は約 2.81 ㎡/人、人口１

人当たりの地方債残高は約 282 千円/人となっており、県内 32 自治体と比

較すると、概ね平均的な値となっています。 

 

図：人口１人当たりの公共建築物延べ床面積及び地方債残高【更新中】 
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(４) 市内の各地区における公共建築物の整備状況 

地区別の公共建築物の整備状況は、市役所本庁舎を始め、保健福祉セン

ター、厚木シティプラザ(中央図書館等)、アミューあつぎ(市民交流プラ

ザ等)など、全市的な公共施設(広域対応施設)が整備されている厚木北地

区(26.2％)に最も多く整備されており、次いで、人口の多い南毛利地区

(11.0％)、荻野地区(9.0％)となっています。 

 

図：公共建築物の延べ床面積の割合(地区別) 

 
 

表 公共建築物の延べ床面積の割合(地区別) 

 

厚木北

26.2%

厚木南

2.9%

依知北

5.5% 依知南

7.7%
睦合北

5.8%
睦合南

4.2%

睦合西

3.0%

荻野

9.0%

小鮎

6.7%

南毛利

11.0%

南毛利南

2.9%

玉川

5.6%

森の里

2.9%

相川

4.9%

緑ケ丘

1.8%

割合

計 学校施設 市営住宅 消防施設 庁舎他 （％）

1 厚木北 163,406.43 17,739.00 2,293.88 2,442.23 140,931.32 26.2%
2 厚木南 18,120.56 7,967.00 4,095.67 93.84 5,964.05 2.9%
3 依知北 34,485.44 24,369.00 0.00 354.55 9,761.89 5.5%
4 依知南 48,216.89 23,768.00 0.00 902.08 23,546.81 7.7%
5 睦合北 36,147.82 26,631.00 0.00 1,127.91 8,388.91 5.8%
6 睦合南 26,371.02 14,678.00 6,494.33 79.92 5,118.77 4.2%
7 睦合西 18,689.88 7,457.00 6,094.29 166.46 4,972.13 3.0%
8 荻野 56,020.27 26,202.00 0.00 2,022.05 27,796.22 9.0%
9 小鮎 41,975.31 20,440.00 5,623.55 921.30 14,990.46 6.7%
10 南毛利 68,905.95 32,401.00 7,581.02 1,184.50 27,739.43 11.0%
11 南毛利南 17,806.95 13,872.00 0.00 169.03 3,765.92 2.9%
12 玉川 34,687.34 12,650.00 0.00 1,463.57 20,573.77 5.6%
13 森の里 17,988.05 15,906.00 0.00 0.00 2,082.05 2.9%
14 相川 30,513.31 23,060.00 0.00 1,411.42 6,041.89 4.9%
15 緑ケ丘 11,210.50 8,150.00 0.00 0.00 3,060.50 1.8%

624,545.72 275,290.00 32,182.74 12,338.86 304,734.12 100.0

No 地区名
公共施設の建築床面積（㎡）

合  計
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(５) 施設類型別の公共建築物の整備状況 

本市が保有している公共建築物のうち、学校施設が約 46.51％、庁舎他

が約 46.36％となっています。 

 

図：公共建築物の延べ床面積の割合 
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市営住宅

5.15%

消防施設

1.98%
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２ 土木インフラの現状 

(１) 道路施設 

中分類 小分類 概要 保有量※ 

道路 

(舗装) 

１級市道 利用者の走行性や快適性を確保する施設で

す。施設の総量(舗装面積)が多く、主に１・

２級市道等の幹線道路と生活道路に分類され

ます。 

27 路線 

約 54.8km 

２級市道 
52 路線 

約 95.2km 

その他市道 約 824km 

橋梁 
道路ネットワークを形成する施設であり、

架橋位置や条件によって施設の規模や重要度

が異なります。修繕、更新コストが他の施設

に比べ大きいのが特徴です。 

375 橋 

横断歩道橋 12 橋 

トンネル 

道路ネットワークを形成・維持し、利用者

の利便性を確保する施設です。他の施設に比

べ、施設数は少ないが、１施設当たりの規模

は大きいのが特徴です。また、施設の内空を

利用する施設であり、損傷が第三者被害につ

ながる可能性の高い施設です。 

３本 

大型カルバート 
道路ネットワークを形成する施設であり、

他の施設に比べ、施設数は少ないが、１施設

当たりの規模は大きいのが特徴です。施設の

内空を利用する施設であり、損傷が第三者被

害につながる可能性の高い施設です。 

２箇所 

地下道 １基 

道路土工

構造物 
斜面安定施設 

道路ネットワークを形成・維持し、利用者

の利便性を確保する施設です。設置環境によ

って規模や構造が異なります。施設の老朽化

のほか、大雨・地震等の自然災害によるリス

クの高い施設です。 

233 箇所 

 

交通安全

施設 

道路照明 

施設の種類と総量が多く、小規模な施設が

多いのが特徴です。施設の損傷が道路ネット

ワークの寸断等致命的な被害を及ぼす可能性

は低いが、施設によって第三者被害が発生す

る可能性がある施設です。 

3,198 基 

大型標識 59 基 

道路情報 

提供装置 
４箇所 

カーブミラー 約 5,000 基 

ガードレール・ 

横断防止柵等 
約 175km 

街路樹 

高木 恒常的に維持管理が必要で、空間機能や円

滑な道路交通を確保するために必要な施設で

あり、生活環境に密接に関係します。構造物

と同様、経年的な変化(老木化)や台風等の自

然災害による倒木等のリスクもあります。 

約 8,300 本 

中木 約 4,700 本 

低木 約 53,000 ㎡ 

昇降機 

エスカレーター 
人を移動させるための施設であり、建物内

にあるのが特徴です。特に高齢者や身体障が

い者等の移動円滑化のために必要な施設(機械

設備)です。 

８基 

エレベーター ５基 

※その他市道、ガードレール・横断防止柵等 令和７年３月末時点 

上記以外 令和８年３月末時点 
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(２) 下水道施設 

中分類 小分類 概要 保有量※ 

管路 

合流 本市の下水道は、「相模川流域下水道」とい

い、相模川の流れに沿って建設された下水管

に、市内の下水が集められています。 

約 55km 

汚水 約 679km 

雨水 約 157km 

※令和８年３月末時点 

 

(３) 河川施設 

中分類 小分類 概要 保有量※ 

準用河川 

一級河川及び二級河川に指定されていない小

規模な河川のうち、市が指定し、河川法の規定

に準拠し管理する河川のことです。 

３本 

普通河川 
一級河川・二級河川・準用河川のいずれにも

該当しない河川のことです。 
23 本 

雨水調整池 

大雨の際に、下水道や河川に流れ込む雨水を

一時的に貯留し、下流の浸水被害や洪水を防ぐ

ための施設です。 

17 箇所 

親水広場 

人々が水と直接触れ合って遊んだり、生き物

を観察したりできるよう整備された水辺空間の

ことです。 

８箇所 

※令和８年３月末時点 

 

(４) 公園 

中分類 小分類 概要 保有量※ 

都市公園 

運動公園 

都市計画法に基づき、国や地方公共団体が設

置・管理する、休息、散歩、遊戯、運動など、

都市住民の健康や潤いを目的にした公園や緑地

です。 

23.70ha 

１箇所 

総合公園 
9.40ha 

１箇所 

街区公園 
31.20ha 

233 箇所 

近隣公園 
7.70ha 

５箇所 

地区公園 
8.90ha 

１箇所 

都市緑地 
64.40ha 

５箇所 

※令和８年４月１日時点 
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３ 人口の見通し及び財政状況等 

(１) 人口の将来展望と推計 

本市の推計では令和 32(2050)年に 192,592 人まで人口が減少することが

予想されています。合計特殊出生率の上昇や、20・30 歳代の転出抑制等に

取り組むことにより、令和 32(2050)年 204,039 人を年次の目標人口として

います。 

 

図：本市の人口にかかる将来展望と推計 

 

(出典)厚木市人口ビジョン 
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(２) 年齢３区分別比率の推移 

本計画の計画期間である令和 36(2054)年度頃にかけて、後期高齢者の人

口は増加し、総人口に占める割合が 20％超と最も高くなる見込みです。 

一方で、生産年齢人口は減少を続け、総人口に占める割合も 54％台まで

下がると推計されています。 

また、年少人口は約 10％前後の状態が続くと見込まれています。 

 

図：年齢４区分別人口の推移(推計) 

 

※令和７(2025)年の年齢４区分別人口は、年齢不詳分を按分し、各区分別人口に加

えています。 

・令和２(2020)年：総務省「国勢調査」 

・令和７(2025)年：神奈川県「年齢別人口統計調査(令和７(2025)年)」 

・上記以外の年 ：推計値(厚木市推計) 

(出典)厚木市人口ビジョン 
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(３) 財政状況 

ア 市税決算額の推移 

歳入の根幹となる市税収入は、平成元(1989)年度の約 426 億円から平

成９年(1997)年度の約 524 億円まで増加傾向にありました。その後、増

減はあるものの、平成 22(2010)年度から平成 25(2013)年度にかけ、平

成元(1989)年度の約 426 億円と同程度まで減少しました。平成 26(2014)

年度以降は増減を繰り返しながら 450 億円から 475 億円前後で推移して

います。 

本市の市税収入は、法人市民税の比率が高く、景気に左右されやすい

構造となっています。平成 20(2008)年度の一時的な増、平成 27(2015)

年度から令和元(2019)年度までの増減については、市内企業の業績に大

きく影響を受けた結果となっています。 

 

図：市税決算額の推移 
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イ 経常収支比率の推移 

財政の弾力性を判断する基準である経常収支比率は、平成元(1989)年

度の 48.2％から年々上昇傾向にあり、平成 14(2002)年度には 80％を超

え、平成 21(2009)年度に 90％を超えて以降、平成 23(2011)年度は

98.4％まで上昇しました。その後は 90％前後で推移しています。 

なお、総務省のデータによると、令和元(2019)年度の全国自治体の経

常収支比率の平均は 93.6%であり、本市はやや低い状況です。 

 

図：経常収支比率の推移 

 

※ 経常収支比率：財政の弾力性を判断する比率で、比率が低いほど弾力性が大き

いことを示します。 
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ウ 財政力指数の推移 

地方公共団体の財政力を示す財政力指数は、企業集積地である本市は

全国的にも高い数値を示していましたが、地方交付税の不交付団体を維

持しているものの、平成 24(2012)年度には 1.1 を下回り、平成

26(2014)年度は 1.076 まで低下しました。その後はやや回復し、1.2 前

後で推移しています。 

 

図：財政力指数の推移 

 
※ 財政力指数：地方公共団体の財政力を示す指数で、地方交付税法の規定により算

定した基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去３

か年の平均値のことです。1.0 以上の団体には地方交付税が交付さ

れません。令和元(2019)年度の不交付団体は、本市を含めて 85市町

村となっています。 
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エ 歳出決算における普通建設事業費と扶助費の状況の推移 

公共施設等の建設等に充てる普通建設事業費は、平成６(1994)年度の

約 300 億円をピークに減少傾向にあります。平成 30(2018)年度にやや回

復したのち横ばいの状態が続いていますが、令和元(2019)年度は約 100

億円前後と、ピーク時の３分の１程度まで減少しています。 

一方、生活保護費を始めとする扶助費は年々増加傾向にあり、平成元

(1989)年度の約 25 億円が令和３(2021)年度以降は、約 10 倍の約 250 億

円を超えて推移しています。 

また、歳出決算額に占める普通建設事業費の割合の推移を見ると、平

成元(1989)年度には 35.8％と、扶助費(4.3％)の約８倍であったもの

が、平成 17(2005)年度を境に逆転しました。平成 30(2018)年度以降は

10～12％台で推移しており、扶助費の半分以下の状態が続いています。 

 

図：歳出決算額の推移(性質別) 
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図：歳出決算額に占める普通建設事業費の割合 

 

 

４ これまでの取組 

(１) 体制づくり・計画策定等 

ア 都市施設等配置計画調査 

平成 17(2005)年度に、市制施行 50 周年を契機とする都市の再構築を

図ることを目的として、保健・福祉施設、教育・文化施設、病院、市庁

舎、都市公園、地域コミュニティ施設、スポーツ施設など、297 施設を

対象として、都市施設等の適正な配置や在り方について調査研究を行い

ました。 

 

イ 特別推進チームによる検討 
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地区市民センターや老人憩の家、児童館など地域対応施設の今後の方向

性について協議しました。 

また、平成 21(2009)年度には、引き続き、「公の施設の在り方」、特に

施設の維持管理、改修計画についての検討を行うとともに、地域対応施

設については、誰もが利用することができるコミュニティ施設として統

廃合を行っていくことなどの方向性を示しました。 
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ウ 中心市街地における公共施設の適正配置に向けた庁内検討チーム 

平成 22(2010)年度に、中心市街地の活性化を促す新たな都市基盤整備

を進め、総合的な都市機能の向上を図ることを目的に、中心市街地の公

共施設の現状把握と適正配置に向けた検討を行いました。 

 

エ 公有財産有効活用検討委員会 

平成 23(2011)年度に、未利用市有財産の売却・貸付け等を積極的に行

い、財源確保や維持管理経費の削減を図るとともに、行財政運営の効率

化を図ることを目的として「公有財産の有効活用方針」を策定し、28 の

市有財産について、有効活用の方針を示しました。 

 

オ 公共建築物の長期維持管理計画基本方針 

平成 23(2011)年度に、市有公共建築物の現状と課題を分析し、長期的

な視点から計画的な施設の整備や改修、維持管理、施設の長寿命化を進

めるための取組方針を策定しました。 

なお、公共施設最適化基本計画の改定及び公共施設個別施設計画の策

定に併せ、これまで公共建築物の長期維持管理計画基本方針に位置付け

ていた建築物の目標耐用年数について、見直しを行うとともに、公共施

設最適化基本計画に位置付けました。 

 

カ 公共建築物の維持管理計画作成ガイドライン 

平成 24(2012)年度に、公共施設管理計画担当を配置し、「公共建築物

の長期維持管理計画基本方針」に基づく公共建築物の長寿命化に向けた

総合的な取組及び適切な維持補修を行い、経費の縮減と財政負担の平準

化を図ることを目的とした「公共建築物の維持管理計画作成ガイドライ

ン」を策定しました。 

 

キ あつぎの道づくり計画 

令和２(2020)年度に、市道の整備、改良、維持管理のほか、道路を活

用した様々な活動を対象とする本市の道づくりの基本的な考え方を示す

「あつぎの道づくり計画」を策定しました。また、市道の整備、維持管

理を計画的に進めるための実施計画として、道路整備プログラム及び道

路維持管理計画を策定しました。 
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ク 公園施設長寿命化計画 

平成 22(2010)年度に、市が管理する公園施設のうち、遊戯施設、修景

施設、休憩施設、便益施設、管理施設などを対象として、安全性の確

保、ライフサイクルコストの縮減を目的とした「公園施設長寿命化計

画」を策定しました。 

 

ケ 下水道ストックマネジメント計画 

令和２(2020)年度に、市が保有する下水道施設全体を一体的に捉え、

計画的な点検・調査及び修繕・改築を行うことにより持続可能な下水道

機能の確保とライフサイクルコストの低減を図ることを目的に「下水道

ストックマネジメント計画」を策定しました。 

 

コ 公共施設の最適化基本方針、中心市街地の公共施設再配置計画 

平成 23(2011)年度に、施設所管課で構成する「公共施設最適化推進プ

ロジェクトチーム」を設置するとともに、平成 24(2012)年度に設置し

た、学識経験者や関係団体、公募市民で構成する「厚木市公共施設最適

化検討委員会」からの提言を踏まえ、今後 40 年間における公共施設の

最適化を進めるための基本的な方向性を示す「公共施設の最適化基本方

針」を策定しました。また、中心市街地に設置している公共施設の再配

置を進めるための「中心市街地の公共施設再配置計画」を策定しまし

た。 

なお、「中心市街地の公共施設再配置計画」の取組については、個別

施設計画に位置付けています。 

 

(２) 公共建築物の最適化にかかる具体的な取組 

ア 主な取組成果 

平成 27(2015)年度に総合管理計画を策定してからの 10 年間、目標実

現のための各取組について、一定の実績を積み重ねてきました。 

施設の複合化については、これまで児童館や老人憩の家、公民館等を

中心に８施設で計画に基づく取組を実現しました。市有地の売却につい

ては、件数で 12 件、総額約 4.3 億円の売却を行い、施設の適正配置と

連動した財源確保の取組として、継続的に実施してきました。 

施設の廃止については、老朽化や利用状況を踏まえ、総延べ床面積で

約 4,300 ㎡に及ぶ施設を廃止しました。民間移譲については、市立保育

所２園の民営化を行いました。 
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施設の長寿命化については、小・中学校、市営住宅等を中心に、毎年

度、計画的に改修工事を実施しており、更新時期の平準化に向けた取組

を進めてきました。 

 

イ 取組項目ごとの進捗 

(ｱ) 適正な規模での更新、複合化・統廃合、市有地の売却、廃止 

施設の複合化については、児童館や老人憩の家、公民館、消防署

所、器具置場、福祉施設、生涯学習施設、文化財施設、社会教育施

設、庁舎等施設で実施しました。 

市有地の売却については、平成 27(2015)年以降、件数では 12 件、

計４億円を超える市有地の売却を行いました。 

施設の廃止については、適正配置の取組により、保健センターや水

泳プール等を廃止し、平成 27(2015)年以降の総延べ床面積の削減累

計は、約 4,300 ㎡に上りました。 

 

表 複合施設として整備した施設 

※１ 平成 26(2014)年度に複合施設として供用開始 

※２ 厚木シティプラザに複合化による機能移転 

※３ 総合福祉センターと保健センターを複合化し、新たに保健福祉センターとして

供用開始 

  

施設類型 複合化した施設名 建設年度 

生涯学習施設 
アミューあつぎ 

(あつぎ市民交流プラザ) 
平成５(1993)※１ 

福祉施設 老人福祉センター寿荘 平成 27(2015)※２ 

公民館、器具置場 
厚木南公民館・消防団第１分

団第２部器具置場 
平成 29(2017) 

福祉施設 保健福祉センター 平成 29(2017)※３ 

児童館、老人憩の家 
金田児童館・金田東老人憩の

家 
平成 30(2018) 

文化財施設 あつぎ郷土博物館 平成 30(2018) 

消防署所、器具置場 
厚木消防署南毛利分署・消防

団第７分団第６部器具置場 
令和３(2021) 

庁舎等施設 複合施設あつめき 
令和９(2027) 

供用開始予定 
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表 売却金額と売却件数 

 

表 廃止施設及び面積 

※ 厚木シティプラザへの複合化による機能移転  

 

(ｲ) 国・県との連携 

複合施設あつめきにおいて、国・県の行政機関の入居を予定してお

り、着実な連携が図られています。 

 

(ｳ) 特定財源の確保 

複合施設あつめきの建設を始め、小・中学校や市営住宅等の大規模

改修や更新において国・県等の補助制度を活用し、特定財源の確保

に努めてきました。 

 

(ｴ) 民間への移譲 

市立保育所２園の民営化を行いました。 

  

年度 売却金額 売却件数 
平成 27(2015) 52,980,000 円 ２件 

平成 30(2018) 3,651,277 円 １件 

令和２(2020) 226,044,800 円 ２件 

令和３(2021) 5,429,109 円 １件 

令和４(2022) 37,631,777 円 ３件 

令和５(2023) 12,020,000 円 １件 

令和６(2024) 94,050,000 円 ２件 

年度 施設名 面積 
平成 27(2015) 老人福祉センター寿荘 延べ床面積 872.55 ㎡※ 

平成 29(2017) 保健センター 延べ床面積 1,161.87 ㎡ 

令和元(2019) 荻野埋蔵文化財展示・収蔵室 延べ床面積 577.58 ㎡ 

令和３(2021) 
中町１丁目第１自転車等駐車場・ 

第２自転車等駐車場 

敷地面積 2,941.00 ㎡ 

延べ床面積  7.00 ㎡ 

令和５(2023) 水泳プール 
敷地面積 1,724.00 ㎡ 

延べ床面積 128.00 ㎡ 

令和６(2024) 

本厚木駅高架下旭町自転車駐車場 
敷地面積  602.80 ㎡ 

延べ床面積 460.07 ㎡ 

本厚木駅高架下泉町自転車駐車場 
敷地面積  564.43 ㎡ 

延べ床面積 345.50 ㎡ 

情報プラザ 延べ床面積 688.27 ㎡ 

令和７(2025) 旭町４丁目ミニディ等実施会場 
敷地面積  199.86 ㎡ 

延べ床面積  72.83 ㎡ 
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表 民営化した保育所 

年度 施設名 延べ床面積 
平成 27(2015) もみじ保育所 740.84 ㎡ 

平成 30(2018) 厚木保育所 940.87 ㎡ 

 

(ｵ) 民間活力の導入 

北部学校給食センター及びふれあいプラザの再整備、文化会館の長

寿命化改修を PFI 事業で実施するなど、民間活力を導入した取組を

進めてきました。 

荻野運動公園や厚木中央公園地下駐車場等の利用料金を徴収する施

設は、指定管理者制度による管理運営を行い、施設利用者の利用満

足度の高いサービスの提供に努めてきました。 

 

(ｶ) 適正な受益者負担の導入 

社会経済情勢の変化に伴う公共施設の維持管理費の上昇等を踏ま

え、公の施設の使用料の見直しを行い、適正な受益者負担の実施に

向け、３年ごとに検討を行ってきました。 

こうした取組を踏まえ、令和７(2025)年７月及び 10 月に一部公共

施設で使用料を改定しています。 

 

(ｷ) 長寿命化による更新時期の平準化 

小・中学校や市営住宅を始めとする全ての公共施設を対象に、令和

２(2020)年度から令和６(2024)年度にかけては、次に示すような老

朽化した施設の長寿命化改修（機能回復）を計画的に進めてきまし

た。 

 

表 長寿命化計画に基づく取組実績 

年度 主な長寿命化改修工事 

令和２(2020) 
及川球技場観覧場ＡＢ棟外壁防水改修工事 

睦合中学校北棟校舎外壁・屋上改修工事 

令和３(2021) 
上向原ハイツＢ棟外壁屋根改修工事 

小鮎公民館外壁屋上改修工事 

令和４(2022) 
上向原ハイツＡ棟外壁・屋根改修工事 

依知北公民館外壁・屋根改修工事 

令和５(2023) 

七沢自然ふれあいセンタープレイホール 

長寿命化改修(機能回復)工事 

富士見町団地外壁・屋上防水改修工事 

令和６(2024) 
愛甲小学校受変電設備改修工事 

玉川小学校受変電設備改修工事 
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ウ 公共建築物の総延べ床面積の推移 

平成 27(2015)年度の総合管理計画策定時と比較すると、福祉施設や保

育施設では減少したものの、学校教育施設、学校給食施設、市営住宅、

市民施設、社会教育施設、防災施設等では増加したことから、公共施設

の総延べ床面積は約 1.7 万㎡増加しました。 

今後においても、人口減少・少子高齢化の進展や市民ニーズの変化等

を踏まえるとともに、社会経済情勢の変化に柔軟に対応し、適正な公共

施設の総量となるよう管理に努めることが求められます。 

 

表 施設類型別の延べ床面積と推移 

施設類型 
延べ床面積(㎡) 

差分(㎡) 
平成 27(2015)年度 令和７(2025)年度 

医療施設 33,209.32 33,209.32 0.00 

学校教育施設 

 小・中学校 
271,414.00 274,999.00 3,585.00 

学校給食施設 

 学校給食センター 
3,460.25 7,448.79 3,988.54 

市営住宅 28,354.96 32,182.74 3,827.78 

市民施設 

 ①駐車場・自転車 

  等駐車場 

 ②生涯学習施設 

80,764.26 84,740.91 3,976.65 

社会教育施設 

 ①公民館 

 ②スポーツ施設 

 ③文化財施設 

60,565.41 63,006.17 2,440.76 

庁舎等施設 27,050.73 27,104.53 53.80 

福祉施設 

 ①老人憩の家 

 ②児童館 

 ③福祉施設 

30,604.87 29,704.86 ▲900.01 

保育施設 

 ①保育所 

 ②子育て支援施設 

4,350.70 2,970.31 ▲1,380.39 

防災施設 

 ①消防署所 

 ②器具置場 

10,952.72 12,338.86 1,386.14 

集会施設 655.38 655.38 0.00 

合計 551,382.60 568,360.87 16,978.27 

 

エ これまでの取組の評価 

これまでの取組により、公共施設の複合化や集約化、市有地の売却、

民間活力の導入など、公共施設の適正配置において一定の成果を上げて
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きました。また、施設の廃止や市有地の売却により、維持管理コストの

縮減と財源確保の面で一定の効果が得られました。さらに、保育所の民

営化や指定管理者制度の導入など、民間活力の導入も進み、市民サービ

スの質向上や運営効率化にもつながっています。 

一方で、施設の適正な規模での更新、複合化や集約化等による最適化

については、現段階では一部の施設での実施にとどまっています。ま

た、これまでの 10 年の期間では、結果的に公共施設の総延べ床面積は

増加しています。 

 

５ 今後の更新・維持管理費用等の試算 

本市が保有する公共施設等について、今後の計画期間における維持・更新

に要する費用を、これまでの実績と比較することで、公共施設等を現状の水

準で維持・更新する場合の不足額(財源不足額)を算出しました。 

(１) 算出条件 

ア 対象期間 

令和９(2027)年度から令和 36(2054)年度まで(28 年間) 

イ 算出方法 

公共建築物・土木インフラそれぞれについて、「維持・更新に要する

費用」から「これまでの実績」を差し引くことで、財源不足額を算出し

ます。 

 維持・更新に要する費用 

― 

これまでの実績 

(充当可能額) 

＝ 

財
源
不
足
額 

公共 

建築物 

１㎡当たり

の単価 
× 

対象となる 

公共建築物の 

延べ床面積 

直近 10 年間の決算に

おける、普通建設事

業費の平均金額 土木 

インフラ 
普通建設事業費の支出見込み額 
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ウ 公共建築物の維持・更新に要する費用の算出について 

(ｱ) 単価の設定 

一般財団法人地域総合整備財団「公共施設等更新費用試算ソフト」

の改修・更新単価に、昨今の建築費高騰を反映させるため、補正係数

(36.1％)を上乗せしたものを用いています。 

 

表 改修・更新単価一覧(補正後)(円/㎡) 

施設類型 
長寿命化改修 

(機能回復) 

長寿命化改修 

(機能回復＋機能向上) 
更新 

市営住宅 95,280 231,394 381,119 

●学校教育施設 

①小学校 

②中学校 

③学校給食センター 

●保育施設 

①保育所 

②子育て支援施設 

●単独給食調理場 

●放課後児童クラブ(単独施設) 

108,891 231,394 449,176 

●医療施設 

●福祉施設 

①老人憩の家 

②児童館 

③福祉施設 

●環境施設 

122,503 272,228 490,011 

●市民施設 

①駐車場・自転車等駐車場 

②生涯学習施設 

③公園内施設 

④公衆便所 

●社会教育施設 

①公民館 

②スポーツ施設 

③文化財施設 

●庁舎等施設 

●防災施設 

①消防署所 

②器具置場 

③防災倉庫 

● 集会施設 

136,114 340,285 544,456 
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(ｲ) 目標耐用年数の設定 

構造・基準別の目標耐用年数を用いています。 

 

表 公共建築物の目標耐用年数 

構造・基準 目標耐用年数(年) 
鉄筋コンクリート造(ＲＣ造) 80 

重量鉄骨の建築物(Ｓ造) 80 

軽量鉄骨の建築物(Ｓ造) 60 

木造(Ｗ造) 60 

 

(ｳ) 改修・更新サイクル 

目標耐用年数に応じ、次に示す改修・更新サイクルに基づいていま

す。 
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(２) 財政シミュレーションに基づく財源不足額の試算 

令和９(2027)年度から令和 36(2054)年度までの 28 年間で、財源不足額は

約 716 億円と試算されました。 

なお、計画期間全体において、仮に公共建築物の延べ床面積の削減のみで

財源不足額約 198 億円を解消する場合、現在の公共建築物の延べ床面積の

約７％に当たる、約 43,000 ㎡を削減する必要があります。 

 

表 財源不足額の試算結果 

内訳 
維持・更新に 

要する費用 
充当可能額 財源不足額 

公共建築物 約 2,316 億円 約 2,118 億円 約 198 億円 

土木インフラ 約 1,628 億円 約 1,110 億円 約 518 億円 

公共施設等全体 約 3,944 億円 約 3,227 億円 約 716 億円 
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第３章 公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基  

本的な方針 

 

１ 公共施設等に関する基本方針 

本市の公共施設等は、市民生活を支える重要な基盤となるものです。一

方、第２章に示すとおり、公共施設等の現状や将来の見通しを踏まえると、

必要な機能やサービスを継続させるためには、今後見込まれる財源不足に対

し、中長期的な視点から対応していくことが求められます。 

そこで、次に示す５つの方針を公共施設等に関する全体の基本方針とし、

公共建築物及び土木インフラそれぞれについて、取組内容を具体化するとと

もに、それぞれの目標を設定することにより、取組を着実に進めます。 

方針１ 施設の最適化によるライフサイクルコストの縮減 

方針２ 多様な財源の確保 

方針３ 計画的な維持管理と安心・安全の確保 

方針４ 社会的要請への対応と施設の質の向上 

方針５ 実効性の高い推進体制と進捗管理の仕組みの構築 

 

２ 公共施設等に関する目標設定 

公共建築物・土木インフラ全体として、第２章で算定した財源不足額を解

消することを目標とし、次のとおり設定します。 

目標 
前期 

R9(2027)～R16(2034) 

中期 

R17(2035)～R26(2044) 

後期 

R27(2045)～R36(2054) 

財源 

不足額

の解消 

R9(2027)年度から R36(2054)年度までの 28 年間で、 

財源不足となる 約 716 億円 の解消 
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３ 公共建築物に関する基本方針 

(１) 方針１ 施設の最適化によるライフサイクルコストの縮減 

方

針

１ 

施設の最適化によるライフサイクルコストの縮減 

内

容 

総量・機能・配置等の見直しを通じて、将来にわたる費用の発生を

構造的に抑制します。 

具

体

例 

●総量抑制のために、集約・複合化・適正規模化・統合・ 

廃止・民間移譲を実施 
将来にわたり市民サービスを持続的に提供できるよう、公共建築物

の総量を抑制するため、「適正規模での更新、複合化」、「施設の統廃

合」、「市有地の売却、施設の廃止」、「民間等への移譲」等の取組を進

めます。 

 

●長寿命化によるコスト最適化 
原則として、構造種別等に応じて設定する目標耐用年数まで、施設

を有効に活用することを基本とし、適切なタイミングで長寿命化改修

を行います。これにより、更新時期の集中を抑制し、将来の更新費用

の平準化と縮減を図ります。 

ただし、施設により、老朽化状況の評価結果や立地条件、機能・ニ

ーズ面の課題を踏まえるものとします。例えば、適正配置の推進が可

能な場合は、目標耐用年数にとらわれず、更新時期の前倒しを行った

り、長寿命化改修についても、想定する更新時期に対応して実施内容

やタイミングを判断したりします。 

表 構造種別等に応じた目標耐用年数の設定 

構造種別 基準 目標耐用年数 

鉄筋コンクリート造 

(ＲＣ造) 

昭和 46(1971)年以前に建

築された建築物 
60 年 

昭和 47(1972)年以降に建

築された建築物 
80 年 

鉄骨造 

(Ｓ造) 

重量鉄骨造の建築物 80 年 

軽量鉄骨造の建築物 60 年 

木造 

(Ｗ造) 
－ 60 年 

※耐用年数評価を実施することにより、目標耐用年数を超えて使用

する場合もあります。 

 

●民間活力(PPP/PFI 等)の活用 
公共施設等の民営化に加え、公共建築物の整備や運営等における

DB(O)方式、PPP/PFI 方式の導入、維持管理における包括的民間委託方

式の導入など、民間活力の導入検討を積極的に進めます。PPP/PFI 手

法の導入検討の際は、平成 29(2017)年に制定した「厚木市 PPP/PFI 手

法導入の優先的検討に関する要綱」に基づいて行います。 
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(２) 方針２ 多様な財源の確保 

方

針

２ 

多様な財源の確保 

内

容 

施設の維持・更新に必要な財源を多角的に確保し、財政負担の平準

化と不足の解消を図ります。 

具

体

例 

●特定財源の確保 
公共建築物の維持管理や修繕、更新においては、国・県等の補助制

度を積極的に活用し、本市の財政負担の軽減に努めます。 

また、公会計制度の導入に併せて整備した固定資産台帳を活用し、

各施設のコストの明確化や、各施設の有効性や管理の在り方について

検討するとともに、減価償却費を把握することで施設更新に対する積

立の検討を行い施設更新の財源確保に努めます。 

 

●受益者負担の適正化 
提供しているサービスの利用者に対し、適正な受益者負担を求め、

使用料等を公共建築物の維持管理費用に充当し、財源の確保に取り組

みます。 

 

●市有資産の有効活用 
複合化等に伴い発生する余剰施設や利用者ニーズの低下により廃止

した施設については、原則として売却することにより、公共建築物全

体の維持管理等費用として活用します。売却が難しい場合、貸付等の

有効活用策についても検討します。 

 

●新たな歳入確保策や負担軽減策の検討 
ネーミングライツや広告収入等、施設を活用した新たな歳入確保策

の導入を検討します。また、財政負担軽減の観点から、公共施設等に

係る基金の積み立ての導入についても検討します。 
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(３) 方針３ 計画的な維持管理と安心・安全の確保 

方

針

３ 

計画的な維持管理と安心・安全の確保 

内

容 

施設の状態を継続的に把握し、予防的・計画的な管理により、安

心・安全に利用できる施設環境を維持します。 

具

体

例 

●点検・診断の計画的実施とデータの一元管理 
延べ床面積及び構造の観点から予防保全型の維持管理を行う建築物

を抽出し、適切な点検及び診断等を実施します。また、点検及び診断

の結果についてはデータベース化を図り、今後の長寿命化改修や修

繕、更新、本計画の見直しの際の基礎データとして活用します。 

 

●維持管理・修繕・更新の計画的な実施 
主に施設所管課で構成する「公共施設最適化推進プロジェクトチー

ム」において、点検及び診断結果等を踏まえた事業実施の優先順位に

ついての検討を行い、事業予算とのバランスを見ながら、トータルコ

ストの縮減及び事業の平準化の観点からの維持管理、修繕及び更新等

を進めます。なお、用途廃止や統廃合が予定されている建築物につい

ては、原則として、事後保全型の維持管理の対象とし、長寿命化改修

の実施を見合わせます。 

 

●安全確保と利用者リスクへの対応 
日常及び定期点検・診断において施設の高度な危険性が認められた

場合には、原則として公共建築物は居室空間としての使用を避ける等

の迅速かつ適切な対応を講じます。 

その後、安全性確保のための工事の実施、取り壊し及び撤去、施設

の統廃合等の利活用についての方針を定め、方針に従った事業の実施

を進めます。 

 

●防災・減災機能の維持・強化 
本市に甚大な被害をもたらす可能性のある地震や河川の氾濫などに

より、浸水想定区域や土砂災害警戒区域等に立地する公共施設が被災

するリスクは高まっています。 

このことから、施設の特性に応じた必要な対策に取り組むほか、防

災・減災機能の強化に向けて、「厚木市地域防災計画」及び「厚木市国

土強靱化地域計画」に従った事業の実施を進めます。 
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(４) 方針４ 社会的要請への対応と施設の質の向上 

方

針

４ 

社会的要請への対応と施設の質の向上 
内

容 

脱炭素・包摂・強靭化等、時代とともに変化する社会的要請に応

え、施設が持つ価値を継続的に高めます。 

具

体

例 

●カーボンニュートラルの推進 
本市では、令和３(2021)年２月 22 日にゼロカーボンシティを表明

し、2050 年二酸化炭素排出量実質ゼロに向けた取組を進めています。

そのため、公共建築物の省エネ化は急務であり、太陽光発電を中心と

した再生可能エネルギーの導入のほか、空調や照明を更新する際に、

機器の更新等をまとめて行うことで、スケールメリットを生かしなが

ら省エネ化のスピードアップを図るなど、「厚木市地球温暖化対策実行

計画(事務事業編)」等に従った事業の実施を進めます。 

 

●ユニバーサルデザインの推進 
公共施設等の適正配置や長寿命化改修の実施に当たっては、「高齢

者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律(バリアフリー

法)」に基づき、公共施設等のバリアフリー化に取り組むとともに、年

齢や性別、障害の有無、国籍などの違いに関わらず、誰もが使いやす

い施設として、ユニバーサルデザインの考え方に配慮します。また、

公共建築物のユニバーサルデザイン化を推進するに当たっては、「ユニ

バーサルデザイン 2020 行動計画(平成 29(2017)年２月決定)」における

ユニバーサルデザインのまちづくりの考え方を踏まえ、全ての人が利

用しやすい施設づくりを進めます。 

 

●変化する社会環境・利用ニーズへの適応 
人口減少・少子高齢化の進行、ライフスタイルの多様化、デジタル

化の進展などにより、公共施設等に求められる機能や役割は大きく変

化しています。このため、従来の利用形態にとらわれることなく、利

用実態や将来ニーズを踏まえた機能の見直しや柔軟な対応を図り、時

代に即した施設機能の確保に努めます。 
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(５) 方針５ 実効性の高い推進体制と進捗管理の仕組みの構築 

方

針

５ 

実効性の高い推進体制と進捗管理の仕組みの構築 
内

容 

計画の実効性を担保するため、庁内外の連携体制を整え、段階的な

目標と評価の仕組みを確立します。 

具

体

例 

●総合的かつ計画的な管理を実施するための体制の構築 
施設所管課で構成する「公共施設最適化推進プロジェクトチーム」

において、情報共有を図るとともに、庁内横断的な検討・取組を進め

ます。 

また、施設管理能力を備えた施設管理者、安全で質の高い長寿命化

改修を実施する技術職員、維持管理計画を推進する技術者等、目的に

沿った人材、人員の配置を行います。 

公共建築物の維持管理に関わる職員については、予防保全型の維持

管理に関する技術習得のために、国及び県等が開催する説明会等への

積極的な参加を促進します。必要に応じて、公共建築物の維持管理に

関わってきた職員の再雇用による庁内の技術継承の必要性についても

検討を進めます。 

 

●所管課との情報共有・連携の推進 
公共建築物の効果的かつ計画的な管理を推進するためには、日常の

業務を通じて施設の状況や課題を共有し、取組を進めていくことが重

要です。また、将来的な公共施設の在り方や今後の方向性について

も、早い段階から関係課の間で情報共有を図り、必要に応じて連携し

ながら検討を進めるなど、横断的かつ円滑に取組を推進します。 

 

●庁内外への情報発信 
公共施設等の最適化や長寿命化などの取組を着実に推進するために

は、市民や関係団体の理解と協力が不可欠です。 

このため、計画の内容や進捗状況、施設の利用状況等について、分

かりやすく積極的に情報発信を行い、透明性の確保に努めるととも

に、市民意見の把握の機会の充実を図ります。 

また、民間事業者等に対しても情報提供を行い、民間活力の活用に

繋げます。 
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４ 公共建築物に関する目標設定 

計画の進捗状況を定量的に確認可能な目標として、新たに、「市民一人当

たりの面積(㎡／人)」を、前期・中期・後期で設定します。令和８(2026)年

度時点の値を基準とし、経年の変化を見ることで、全体目標達成に向けた取

組の進行管理を行えるよう、参考値として設定するものです。 

なお、市民一人当たりの面積の現状値を維持するとした場合、各期に推計

される累計削減面積(目安)は次のとおりです。 

目標 

前期 

R9(2027)～

R16(2034) 

中期 

R17(2035)～

R26(2044) 

後期 

R27(2045)～

R36(2054) 

市民一人当たりの面積 

【R8(2026)年度時点】 
2.81 ㎡/人 

各期間中の削減面積 

(目安) 

８年間で 

約 26,700 ㎡ 

10 年間で 

約 38,800 ㎡ 

10 年間で 

約 40,400 ㎡ 
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５ 土木インフラに関する基本方針 

(１) 方針１ 施設の最適化によるライフサイクルコストの縮減 

方

針

１ 

施設の最適化によるライフサイクルコストの縮減 

内

容 

長寿命化を戦略的に進めるとともに、配置・ネットワークの合理化

を図りつつ、新たな技術導入等を積極的に進めること等により、ライ

フサイクルコストを縮減します。 

具

体

例 

●長寿命化の推進 
土木インフラの類型ごとに、適切な点検及び診断等の実施内容や予

防保全型の維持管理のための事業の実施計画等を定める類型別の長寿

命化計画等を策定し、土木インフラに関する予防保全型の維持管理を

実現します。 

なお、土木インフラについては、予防保全型の維持管理により可能

な限り長期にわたり使用することを基本としています。目標耐用年数

は定めていませんが、代表的な土木インフラに係る目安は次のとおり

です。 

表 (参考)代表的な土木インフラの耐用年数の目安 

施設名称 
耐用年数の 

目安 
出典 

道路舗装 10 年 減価償却資産の耐用年数表 

橋りょう 50 年 

神奈川県道路施設長寿命化計画 

Ⅱ橋りょう編 コスト縮減効果の算出

方法 

トンネル・ 

大型カルバ

ート 

75 年 

神奈川県道路施設長寿命化計画 

Ⅲトンネル・洞門編 コスト縮減効果

の算出方法 

管路 50 年 
厚木市公共下水道(第Ⅱ期)ストックマ

ネジメント計画 

 

●利用ニーズ等を踏まえた配置・ネットワークの合理化 
必要な機能や利便性、安全性の確保を前提としつつ、維持管理の効

率化や負担の軽減の観点から、ニーズの変化等を踏まえ、各機能の配

置・ネットワークの合理化も検討します。 

 

●民間のノウハウの活用等 
施設の整備や維持管理等において、ＤＢ(Ｏ)方式、ＰＦＩ方式、Ｐ

ａｒｋ－ＰＦＩ方式の導入など、民間活力の導入検討を積極的に進め

ます。 

ＰＰＰ/ＰＦＩ手法の導入検討の際は、平成 29(2017)年に制定した

「厚木市ＰＰＰ/ＰＦＩ手法導入の優先的検討に関する要綱」に基づい

て行います。 
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(２) 方針２ 多様な財源の確保 

方

針

２ 

多様な財源の確保 

内

容 

持続可能なインフラマネジメントを実現するため、着実な財源の確

保と多様化を図ります。 

具

体

例 

●補助金等の活用 
土木インフラは市民生活に必要不可欠なものであり、着実な整備や

維持管理、修繕が必要ですが、そのための費用を着実に確保していく

ことが求められることから、国・県等の補助制度や民間資金等を積極

的に活用することで、本市の財政負担の軽減に努めます。 

 

●受益者負担の適正化 
提供しているサービスの利用に対し、適正な受益者負担を求めるこ

とにより、財源の確保に取り組みます。 

 

●維持管理費の平準化による財政負担の抑制 
長寿命化計画等に基づく計画的な維持管理により、費用の平準化と

縮減を図り、財政負担の軽減に繋げます。 
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(３) 方針３ 計画的な維持管理と安心・安全の確保 

方

針

３ 

計画的な維持管理と安心・安全の確保 

内

容 

定期的な点検・診断により施設の状態を継続的に把握し、ＰＤＣＡ

サイクルによる予防保全型の計画的な維持管理・更新により、安全で

安心して利用できる施設環境を維持します。 

具

体

例 

●点検・診断の計画的実施とデータの活用 
予防保全型の維持管理を行う対象となる施設については、重要性や

劣化の進行状況、影響度等を踏まえ選定し、点検周期や点検方法に関

するマニュアルに準じた点検及び診断を実施します。 

点検及び診断の結果についてはデータベース化を図り、今後の予防保

全型の維持管理や修繕、更新、本計画の見直しの際の基礎データとし

て活用します。 

点検・診断で把握した劣化や財政状況・社会情勢の変化に対応する

ために、ＰＤＣＡサイクルによる予防保全型の維持管理を進めます。 

 

●優先性を考慮した計画的な維持管理、修繕、更新等の実施 
類型別の長寿命化計画等に基づく事業について、予算とのバランス

を見ながら優先性の高い事業について、予防保全を中心としつつ事後

保全も適切に組み合わせながら、計画的な維持管理、修繕、更新等を

進めます。また、例えば道路の維持管理で導入されている道路舗装の

上層部分のみの部分補修、公園で導入されている省エネ電灯への入れ

替え等の維持管理費用の削減につながる工法や取組について、最新技

術・情報を収集しながら、積極的な導入を進めます。 

 

●安全確保と利用者リスクへの対応 
安心・安全な市民生活を継続するために必要不可欠な施設であるこ

とから、高度な危険性が認められた場合には、早急なる補修・更新の

事業を実施し、安全性を確保します。 

また、道路破損についての情報収集の全庁的な取組体制の更なる強

化や道路破損状況の報告に協力する民間企業数を増やすことで、軽微

な補修で対応できる箇所を増やし、更なる維持管理費用の低減を図り

ます。また、道路だけでなく、橋梁、トンネル、歩道橋等の道路施設

全般についても、同様の取組を進めます。 

点検・診断については、全ての土木インフラについて維持管理を専

門とする業者を活用するのではなく、小規模な土木インフラについて

は職員自らによる点検・診断の対象を増やし、日常的な施設点検・パ

トロールにおいて発見した軽微な劣化については、必要に応じて発見

した段階で補修を実施します。 

 

●改修・更新時等の耐震化の推進 
定期的な点検及び診断等により施設の健全性を把握し、必要に応じ

て安全性確保のための補強や対策を実施します。また、改修・更新時

を基本としつつ、緊急性や重要度を踏まえ、計画的な耐震対策を進め

ます。特に、地域防災計画において重要な役割を担う道路や橋梁等に

ついては、優先度を考慮しながら、着実に耐震化への取組を進めま

す。 

  

44 ／ 107



37 

 

(４) 方針４ 社会的要請への対応と施設の質の向上 

方

針

４ 

社会的要請への対応と施設の質の向上 

内

容 

人口減少・少子高齢化、脱炭素化、防災・減災の強化などの社会的

要請に対応するとともに、利便性や環境性能の向上を図り、時代に即

したインフラの維持・更新等を行います。 

具

体

例 

●災害対応力の強化 
近年の気候変動の影響等を踏まえた土木インフラの防災・減災機能

の強化を図ります。 

また、将来のリスクの変化も見据え、必要に応じて施設機能や整備

水準の見直しを行い、継続的に災害対応力の向上に取り組みます。 

 

●カーボンニュートラルの推進 
本市では、令和３(2021)年２月 22日にゼロカーボンシティを表明

し、2050 年二酸化炭素排出量実質ゼロに向けた取組を進めています。

土木インフラにおいては、設置する設備の省エネ化、太陽光発電や余

熱利用を中心とした再生可能エネルギーの導入のほか、材料の選定や

維持管理方法の効率化など、「厚木市地球温暖化対策実行計画(事務事

業編)」等に従った事業の実施を進めます。 

 

●ユニバーサルデザインの推進 
土木インフラの整備や改修に当たっては、「高齢者、障害者等の移動

等の円滑化の促進に関する法律(バリアフリー法)」の趣旨を踏まえ、

移動時の段差解消や案内機能向上など、誰もが安全かつ円滑に利用で

きる環境の確保に取り組みます。また、年齢や性別、障害の有無、国

籍などの違いにかかわらず、多様な利用者が利用することを前提に、

整備及び維持管理の各段階においてユニバーサルデザインの考え方に

配慮します。加えて、「ユニバーサルデザイン 2020 行動計画(平成

29(2017)年２月決定)」におけるユニバーサルデザインの街づくりの考

え方を踏まえ、移動や利用の連続性にも配慮し、全ての人が利用しや

すいインフラ空間の形成を進めます。 

 

●地域特性や利用動向等を踏まえた機能の見直し 
引き続き必要な機能やサービスを確保することを前提としつつ、人

口動向や地域特性、利用状況等の変化を踏まえ、従来の手法や配置に

とらわれない柔軟な対応方法も検討していきます。 
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(５) 方針５ 実効性の高い推進体制と進捗管理の仕組みの構築 

方

針

５ 

実効性の高い推進体制と進捗管理の仕組みの構築 

内

容 

計画の実効性を担保するため、庁内外の連携体制を整えるととも

に、参考値等の目安の設定についても検討します。 

具

体

例 

●総合的かつ計画的な管理を実施するための体制の構築 
現在道路の点検において取組が行われている市職員の徒歩による全

路線点検や、日常の生活や業務において劣化を把握した場合の所管課

への報告、新聞販売店等の民間事業者からの劣化報告等についても、

継続的に取り組んでいきます。 

土木インフラの維持管理に関わる職員については、予防保全型の維

持管理に関する技術習得のために、国、県及び維持管理に関する財

団・協会等の講習会への積極的な参加を促進し、新たな維持管理に関

する技術習得に努めます。また、技術継承や技術者不足の両面に対応

するために、これまでも実施している技術職員の再雇用の取組の拡大

についても検討するなど、維持管理に関する技術職員の強化を更に進

めます。 

 

●関係課との情報共有・連携の推進 
土木インフラの効果的かつ計画的な維持管理を推進するためには、

日常の業務を通じて施設の状況や課題を共有し、取組を進めていくこ

とが重要です。 

また、将来的な施設の在り方や今後の方向性についても、早い段階

から関係課の間で情報共有を図り、必要に応じて連携しながら検討を

進めるなど、横断的かつ円滑に取組を推進します。 

 

●庁内外への情報発信 
市民生活を支える必要不可欠な施設の維持管理等を着実に推進する

ためには、市民等との情報共有が不可欠です。 

このため、計画の内容や進捗状況等について、分かりやすく積極的に

情報発信を行い、透明性の確保に努めるとともに、市民意見の把握の

機会の充実を図ります。 

また、民間事業者等に対しても情報提供を行い、民間活力の活用に

繋げます。 

 

 

６ 土木インフラに関する目標設定 

各施設の劣化状況や利用状況等を定期的に把握し、安全性を確保すること

を前提とした上で、事後保全型の対応から、予防保全型の対応に移行し、土

木インフラ部門の個別施設計画に定めるとおり、ライフサイクルコストを削

減することを目標とします。その上で、長期的には、人口分布や環境の変化

を捉え、必要に応じて廃止や縮減の検討を行います。 
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７ 目標達成のための取組 

(１) 公共建築物の建替えの抑制 

ア 長寿命化の推進 

鉄筋コンクリート造(ＲＣ造)、鉄骨造(Ｓ造)の公共建築物について

は、耐用年数評価を行い、適切な改修を施しながら目標耐用年数を超え

て維持することとし、建替えは行わないものとします。この場合におい

て、目標耐用年数を再設定することはせず、可能な限り長く維持しなが

ら、施設の利用状況の変化を捉え、施設の廃止等を検討することを目的

とします。 

なお、その他の構造の建築物等、目標耐用年数経過以降の施設の安全

性確認が困難なものについては、目標耐用年数を迎える前に次のとおり

検討するものとします。 

ただし、コスト面で、長寿命化改修より建替えの方が有利と判断され

る場合はこの限りではありません。 

 

イ 建替えの不実施 

今後の人口減少に伴い、施設利用者が大幅に減少していく施設が大半

を占めると考えられるため、基本的に建替えは行わないことを前提に次

(ｱ)から(ｳ)の順に検討をします。 

 

(ｱ) 廃止の検討(既存の他施設への機能移転) 

将来に向けた施設のニーズを厳格に捉え、同じ機能を持つ他施設へ

の集約化や、複合化を行い、当該施設を廃止することを第一に検討し

ます。 

 

(ｲ) 複合化、集約化の検討(更新施設における他施設の取り込み) 

上記の検討の結果、当該施設はニーズが高く、更新が必要と判断さ

れた場合は、周辺施設との複合化や集約化を行い、原則、既存施設の

合計延べ床面積より削減した上で更新を行うものとします。 

 

(ｳ) 適正な面積での更新 

上記の検討を経ても、単独での建替えが必要との結論に至った場合

は、原則、既存施設より延べ床面積を削減した上で、更新を行うもの

とします。 

この措置は、例外的なものであり、周辺に同機能を持つ施設がなく

集約化、複合化の余地がなく、かつ、更新後の相当の年数において施

設のニーズが維持される蓋然性が高い場合のみ行うものとします。 
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単独での建替えを行う場合は、庁議に諮り意思決定を行うものとし

ます。 

 

ウ その他 

(ｱ) 目標耐用年数前の施設廃止 

目標耐用年数を迎える前であっても、施設のニーズが減少し廃止が

適当であると判断される場合は、廃止するものとします。この場合に

おいて、長寿命化改修等を実施した直後に廃止するといったことがな

いよう、長寿命化改修等を行う前に廃止の是非を判断するものとしま

す。 

また、近隣施設への集約化、複合化による廃止の場合、対象となる

施設のリノベーションが必要になることも踏まえ、近隣施設の大規模

改修のタイミングも考慮して判断を行います。 

 

(ｲ) 大規模改修時における近隣施設との集約化や複合化 

建替えだけでなく、長寿命化改修等、大規模改修を実施するタイミ

ングで、近隣施設との集約化や複合化を検討します。 

 

(ｳ) 施設の民間移譲 

施設の利用者が限定的な場合や民間事業者や団体が施設の運営を希

望する場合などは、移譲を検討します。この場合において、移譲のた

めにリノベーション費用が掛かる場合や市場よりも低廉な売却金額と

なる場合は、今後市が支出することになるライフサイクルコストを考

慮し、判断するものとします。 

なお、検討の契機としては、市が施設を廃止すると判断した場合や

施設利用者や民間事業者から提案があった場合が考えられます。 

 

(ｴ) 借地の解消 

借地は、施設運営の安定性の観点から積極的に解消を図るものと

し、集約化、複合化の検討の際に考慮するものとします。  

48 ／ 107



41 

 

(２) 手法 

目標を達成するために想定している主な手法は、次のとおりです。公共

建築物・土木インフラの各施設において、適切な取組手法を検討します。 

なお、ここに示していない手法についても、より適切であると考えられ

る場合には、これらの範囲に限ることなく必要な検討を行います。 

視点 手法内容 

歳出削減 

・ 

抑制 

施
設
保
有
量
に 

特
化
し
た
取
組 

・適正な規模での更新 

・公共建築物の統合、複合化 

・施設の廃止 

・民間事業者への移管 

・地域への移譲 

施
設
保
有
量
以
外
に 

特
化
し
た
取
組 

・長寿命化改修の着実な実施 

・更新時の効果的な事業手法(PPP/PFI、DB(O)、DBM 等) 

・維持管理効率化(包括的民間委託等) 

歳入増加 

・補助金等特定財源の確保 

・適正な受益者負担 

・普通財産、市有地の売却 

・新規歳入確保手法(ネーミングライツ、広告収入等) 

・跡地・跡施設の貸付等 

財政負担平準化 
・長寿命化による更新時期の平準化 

・基金積み立ての検討 

 

公共施設等以外の 

取組 

・行政評価による事業見直し 

・事務の効率化 
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第４章 公共施設等の施設類型ごとの管理に関する基本的

な方針 
 

１ 対象施設の範囲 

本計画における対象施設は、地方自治法第 238 条に掲げる公有財産のうち

「公共建築物」及び「土木インフラ」を対象施設とし、これらを本市総合管

理計画において「公共施設等」と定義します。なお、企業会計の施設を含む

ものとします。 

 

図 対象施設の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【土木インフラ】 

・道路 

・下水道 等 

【公共施設】 

・小・中学校 

・市営住宅 等 

【公用施設】 

・市庁舎 

・消防署所 等 

【普通財産】 

・旧北部学校給食センター 

・リバーツイン厚木 等 

 

 

 

 

 

２ 公共建築物 

(１) 施設類型及び対象施設 

公共建築物の施設類型及び対象施設は次のとおり、施設が提供する機能

に着目し、１大分類(公共建築物)をさらに 12 中分類・31 小分類に区分し

ます。 

また、これとは別に、施設の利用対象者の範囲に着目した区分として、

「広域対応施設」及び「地域対応施設」の２区分(以下「広域・地域分

類」という。)を設定します。 

  

公有財産(うち公共建築物及び土木インフラ)＝ 公共施設等 

土木インフラ 公共建築物 

行政財産 普通財産 

公共用財産 公用財産 

インフラ施設ごとの

個別施設計画に、 

具体の方向性を記載 

個別施設計画に、具体の方向性を記載 
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中分類、小分類、各分類の施設数、広域・地域分類は次のとおりです。 

中分類 小分類 施設数 

広域・地域 

分類※ 

広域 地域 

行政財産     

医療施設 医療施設 ２施設 ●  

学校教育

施設 

小学校 23 校  ● 

中学校 13 校  ● 

教育支援施設 ２施設 ●  

学校給食

施設 

学校給食センター ２施設 ●  

単独給食調理場 17 校  ● 

子育て支

援施設 

放課後児童クラブ ５ 校(単独施設５施設)  ● 

児童館 38 館  ● 

保育所 ４施設 ●  

子育て支援施設 ３施設 ●  

市営住宅 市営住宅 16 施設 ●  

市民利便

施設 

駐車場・自転車等駐車場 ７施設 ●  

公園内施設 60 施設 ●  

公衆便所 ３施設 ●  

庁舎系施

設 

庁舎等施設 ５施設 ●  

消防署所 ８ 署 ●  

器具置場 52 施設 ●  

福祉施設 福祉施設 ２施設 ●  

文化・ス

ポーツ等

施設 

生涯学習施設 ６施設 ●  

文化施設 １施設 ●  

スポーツ施設 11 施設 ●  

商業・観光施設 ３施設 ●  

集会施設 

公民館 16 館  ● 

老人憩の家 

(いこいの家) 
42 館  ● 

集会施設 ４施設 ●  

生活イン

フラ 

環境施設 ３施設 ●  

防災倉庫 11 施設 ●  

斎場 １施設 ●  

下水道施設 ３施設 ●  

普通財産     

普通財産 
機能廃止施設 ４施設 ●  

区分所有施設 ５施設 ●  

※広域・地域分類について 

表記 区分 内容 

広域 広域対応施設 
主に全市民が利用対象となる施設類型 

(地域対応施設に該当しないもの) 

地域 地域対応施設 地域住民が主な利用対象となる施設類型 
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(２) 施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 

広域対応施設及び地域対応施設の管理に関する基本的な方針は次のとお

りです。 

なお、小分類ごとの管理に係る方針は個別施設計画に位置付けます。 

ア 広域対応施設 

(ｱ) 現状と課題 

全市的な拠点としての役割を持つ広域対応施設は、継続的な機能確

保が求められる一方、施設の老朽化の進行に伴い、今後維持管理費の

増加が見込まれます。また、利用状況の変化や、多様化・高度化する

社会的な要請に対し、柔軟に対応する必要があります。 

(ｲ) 今後の方向性 

機能を継続する際は、安全性と機能性を確保できるよう、計画的に

維持管理、修繕及び更新等を行います。改修や更新の際には、施設の

重要度や求められる役割等を踏まえ、必要な機能、規模、配置、運営

形態等を検討します。 

 

イ 地域対応施設 

(ｱ) 現状と課題 

地域ごとに人口増減や人口構成の変化の仕方が異なるほか、利用ニ

ーズ等も変化することが見込まれます。また、地域の拠点施設となる

小・中学校をはじめ、多くの施設が老朽化し、維持更新に係る費用の

増加も見込まれます。施設を効率的に管理するとともに、地域の実情

に応じた施設配置や機能の見直しが必要です。 

(ｲ) 今後の方向性 

地域対応施設の特色として、人口増加に伴い多くの施設を整備して

きたという状況を踏まえ、人口の偏りや需要の変化に合わせ、統合や

改修等の機会を捉えて規模や配置の検討を行うものとします。 

地域対応施設は、地域ごとに複数の施設で共通する機能を有する場

合もあることから、先行的な集約・複合化事例も参考に複合化等を検

討していきます。 

 

(３) 公共施設最適化実現への短期的取組 

ア 前期(令和９(2027)～令和 16(2034)年度)における取組 

(ｱ) 公共建築物整備の具体的な取組及びスケジュール 

本計画の前期においては、次の 24 施設について、建築物整備等を

通じた最適化に取り組みます。 
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なお、配置の検討や対応方針、取組スケジュールについては、個別

施設計画に位置付ける前期短期再編プログラムで示します。 

 

小分類 施設数 棟数 具体施設名 

生涯学習施設 ２施設 １棟 
厚木シティプラザ(中央図書館) 

厚木シティプラザ(子ども科学館) 

公民館 １施設 １棟 睦合南公民館 

庁舎系施設 １施設 １棟 市庁舎本庁舎 

老人憩の家 １施設 １棟 長坂老人憩の家 

児童館 ９施設 ９棟 

三田児童館 

愛甲原児童館 

上荻野児童館 

戸室児童館 

厚木南児童館 

浅間山児童館 

飯山中部児童館 

ひまわり児童館 

藤塚児童館 

福祉施設 １施設 １棟 厚木シティプラザ(老人福祉センター寿荘) 

保育所 １施設 １棟 南毛利保育所 

消防署所 １施設 １棟 厚木消防署本署 

器具置場 ７施設 ７棟 消防団第２分団第８部器具置場 ほか６棟 

 

(ｲ) モデル事業 

公共建築物の最適化を進めるには、複合化、集約化等は有効な取組

手法です。前期期間中にこれらの手法を検討する場合に円滑に進める

ことができるよう、先導的な事業の具体内容を、個別施設計画におい

て示します。 
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(ｳ) 耐用年数評価の結果を踏まえた適切な改修 

次の小・中学校の校舎等は、前期期間中に目標耐用年数を迎えます

が、令和７年度に実施した耐用年数評価の結果を踏まえ、目標耐用年

数経過後も適切な改修を行いながら維持することとします。 

 

表 耐用年数評価実施済みの公共建築物 

No. 施設名 建物名称 建設年度 
目標耐用年数

を迎える年度 

１ 小鮎小学校 
南棟校舎①-1棟 昭和 42(1967) 令和９(2027) 

南棟校舎①-2棟 昭和 49(1974) 令和９(2027) 

２ 依知小学校 体育館 昭和 45(1970) 令和 11(2029) 

３ 
厚木小学校 

北棟校舎①棟 昭和 45(1970) 令和 11(2029) 

４ 東棟校舎②棟 昭和 46(1971) 令和 12(2030) 

５ 厚木第二小学校 
西棟校舎②-1棟 昭和 46(1971) 令和 12(2030) 

西棟校舎②-2棟 昭和 48(1973) 令和 14(2032) 

６ 清水小学校 
北棟校舎⑬-1棟 昭和 47(1972) 令和 13(2031) 

北棟校舎⑬-2棟 昭和 49(1974) 令和 15(2033) 

７ 南毛利中学校 体育館 昭和 43(1968) 令和９(2027) 

８ 睦合中学校 体育館①棟 昭和 43(1968) 令和 10(2028) 

９ 東名中学校 南棟校舎①棟 昭和 45(1970) 令和 11(2029) 

10 

小鮎中学校 

北棟校舎①棟 昭和 45(1970) 令和 12(2030) 

11 東棟校舎⑱棟 昭和 53(1978) 令和 20(2038) 

12 体育館 昭和 47(1972) 令和 13(2031) 

13 南毛利小学校 北棟校舎⑰棟 昭和 49(1974) 令和 16(2034) 

ただし、今後の利用状況や維持管理環境の変化等により、建替えや

廃止等が必要と判断された場合はこの限りではありません。 
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３ 土木インフラ 

(１) 施設類型及び対象施設 

公共建築物の施設類型及び対象施設は次のとおりです。 

４大分類に区分した上で、「道路施設」は 10 中分類・14 小分類、「下水

道施設」は１中分類・３小分類、「河川施設」は４中分類・０小分類、「公

園」は１中分類・６小分類に区分しています。 

大分類 中分類 小分類 

道路施設 

道路(舗装) 

１級市道 

２級市道 

その他市道 

橋梁 

横断歩道橋 

トンネル 

大型カルバート 

地下道 

道路土工構造物 斜面安定施設 

交通安全施設 

道路照明 

大型標識 

道路情報提供装置 

ガードレール・横断防止柵等 

街路樹 

高木 

中木 

低木 

昇降機 
エスカレーター 

エレベーター 

下水道施設 管路 

合流 

汚水 

雨水 

河川施設 

準用河川 

普通河川 

雨水調整池 

親水広場 

公園 都市公園 

運動公園 

総合公園 

街区公園 

近隣公園 

地区公園 

都市緑地 
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(２) 施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 

ア 道路施設 

(ｱ) 現状と課題 

施設量が年々増加するとともに老朽化の進展が見込まれ、これらを

踏まえた長期的視点による維持管理が必要です。 

道路構造物はもとより交通安全施設や街路樹等管理項目が多岐にわ

たるため、管理項目に応じた最適な維持管理が必要です。 

施設種別により異なる機能・役割や特性を有しているため、これら

に対応した長期的な維持・確保に資する維持管理が必要です。 

更新時期が集中することが見込まれるため、各施設の更新時期を見

極めた計画的な維持管理が必要です。 

(ｲ) 今後の方向性 

あつぎの道づくり計画における３つの基本方針に基づく取組を推進

します。 

ａ 迅速・的確な維持管理の推進 

日常・災害時の道路パトロールにより、道路施設の状態を把握す

ることで、利用者の安全性確保や損傷を早期発見に繋げます。 

また、定期点検・詳細点検の実施により、施設の劣化や損傷状況

の把握、健全性の判定を行い、適切な補修方法の選定に活用しま

す。 

ｂ 効率的で計画的な維持管理の推進 

ストック量や種類の多さを踏まえ、一律で同じ維持管理を行うの

ではなく、各特性に応じた維持管理を行うことで、効率的かつ効果

的な維持管理を推進します。 

ｃ 地域・地元企業との連携・協働の推進 

道路パトロールだけでなく、各地域で暮らす市民からの情報を提

供いただくことにより、迅速な対応を行います。 

 

イ 下水道施設 

(ｱ) 現状と課題 

整備や供用開始から年数が経過していることにより、施設の経年変

化や損傷等が見られます。 

今後も老朽化が進展する膨大な下水道施設について、限られた財源

で安定した下水道機能を維持することが求められています。 
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(ｲ) 今後の方向性 

厚木市公共下水道(第Ⅱ期)ストックマネジメント計画における管理

方法(状態監視保全、時間計画保全、事後保全)に基づき、施設の老朽

化対策を推進します。 

 

ウ 河川施設 

(ｱ) 現状と課題 

改修後の供用年数が 40 年以上を超える施設が７割以上あり、施設

の老朽化が見られます。 

経年劣化による護岸ブロックの欠損、目地への樹木の侵入などの変

状が見られます。 

従来の対症療法的な管理方法では、今後、多くの施設が改修・更新

の時期を迎えた時の財源確保が困難になることが見込まれます。 

近年の著しい自然環境の変化による外的要因に施設が対応できなく

なり、市民の安心、安全や財産を守ることが困難になります。 

(ｲ) 今後の方向性 

正確な状態把握のため、厚木市河川等施設維持管理方針において巡

視・点検区分を設定し、巡視・点検による評価を行います。 

施設において、損傷、腐食、その他の劣化異状があることを把握し

たときは、効率的な維持及び修繕のために必要な措置を講じます。 

 

エ 公園施設 

(ｱ) 現状と課題 

国土交通省の「都市公園における遊具の安全確保に関する指針」に

基づき、全ての遊具を毎年定期点検しています。 

地域の自治会等と協力し、適正な維持管理を行っています。 

(ｲ) 今後の方向性 

点検結果を踏まえた早期の補修対応を行います。 

公園施設長寿命化計画に基づき、遊具等を含む公園の改修を進め、

利用者の満足度向上に向けた取組を進めていきます。 
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第５章 フォローアップの実施体制等 
 

(１) 計画の推進体制 

計画の推進に当たっては、厚木市公共施設最適化検討委員会、全庁的な

庁内プロジェクトチームによる検討及び実現を基本とし、これらの検討結

果については適宜市民・利用者を対象とした説明会等で意見交換を行い、

市民等の皆様の御理解をいただきながら、計画を推進していきます。 

 

ア 厚木市公共施設最適化検討委員会 

本計画の実施に当たっては、市民参加条例に基づき学識経験者や関係

団体、公募市民で構成する「厚木市公共施設最適化検討委員会」におい

て、取組内容に関する報告及び意見交換を行いながら公共建築物の最適

化に関する取組を進めます。 

 

イ 庁内プロジェクトチーム 

施設所管課で構成する「公共施設最適化推進プロジェクトチーム」に

より、計画の推進や進捗状況の確認を行います。また、長寿命化対策の

ための点検及び診断結果等を踏まえた事業実施の優先順位についての検

討を行い、事業予算とのバランスを見ながら、トータルコストの縮減及

び事業の平準化の観点からの維持管理、修繕及び更新等を進めます。 

 

ウ 市民・利用者への説明責任 

公共施設の最適化を進めるに当たっては、施設を利用する市民等の皆

様の意見を十分に踏まえながら進める必要があり、個別具体の公共施設

の統廃合・集約化等を行う場合には、市民・利用者を対象とした説明

会、懇談会等を開催し、市民・利用者の皆様の御理解を得る取組を行う

ことで、行政の説明責任を全うします。 

 

(２) 計画の推進に当たっての留意事項 

計画の推進に当たっては、本計画において定めた取組を進めるだけでな

く、計画期間内で新たに課題となる予算の平準化や広域連携、包括管理委

託等についても随時検討を行い、将来にわたり持続可能な市民サービスの

提供を実現していきます。 
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ア 予算の平準化に関する検討 

今回の計画では、将来の人口予測から公共建築物の維持管理に充てら

れる財源を予測し、多様な維持管理コストの縮減に関する取組を実施す

ることで、計画期間内における適切な公共建築物の維持管理の実現が可

能であることを導き、実現に向けた取組の具体的な内容についても方向

性を示しました。 

ただし、今回の検討においては、本計画の計画期間中での検証結果を

踏まえた取組であり、計画期間内の特定の計画期間を見た場合には必要

となる維持管理、修繕、更新費用の確保が困難となる年度もあります。 

そのため、厚木市公共施設最適化検討委員会や庁内プロジェクトチー

ム等の検討の場で、目標耐用年数以前に施設の集約化を進めたり、診

断・調査により優先的に修繕の実施が必要な箇所への対応を図るなどの

取組についての検討を進めます。 

また、第３章のとおり、公会計制度の導入に併せて整備した固定資産

台帳を活用し、各施設のコストを明確にし、各施設の有効性や管理の在

り方について検討するとともに、減価償却費を把握することで施設更新

に対する積み立ての検討を行うなど財源確保に努めます。 

 

イ 行政サービスの広域連携領域の拡大 

清川村との間で締結した広域消防連携の取組など広域的な連携につい

ては、全国的な人口減少が避けられない状況において、財政負担の軽減

の観点から今後ますます重要性が増すものと考えられるため、多様な行

政サービス領域において広域連携の在り方について検討を進めます。 

 

ウ 包括管理委託に関する検討 

これまで施設ごとに個別に発注してきた公共施設に係る保守点検等を

一括で取りまとめて民間事業者に委託する包括管理委託について検討を

進めます。 

包括管理委託では、事業者に施設類型や地域等の単位で、定期点検等

の業務を包括的に委託することにより、施設の点検仕様及び品質管理の

向上が図られるほか、市の契約事務コスト等を含めたトータルコストの

縮減が見込まれます。 

 

  

59 ／ 107



52 

 

用語集 

【作成中】 
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１ 小・中学校 
(１) 施設の概要 

ア 設置目的 

施設名称 小学校・中学校 

設置目的 学校教育法に基づき、初等普通教育及び中等普通教育を実施するために

設置 

関連計画等 ・厚木市立小・中学校施設整備指針 

・厚木市立小・中学校の適正規模・適正配置に関する基本方針 

・厚木市立小・中学校の水泳授業及びプールの在り方に関する基本方針 

 

イ 施設一覧 

【小学校】 

No. 施設名称 地区名 築年数 建築年度 
延べ床 

面積(㎡) 
棟数 構造 備考 

１ 依知南小学校 依知南 61 年 昭和 39(1964) 10,001.00 ５ RC 造 ４階建て 

２ 緑ケ丘小学校 緑ケ丘 60 年 昭和 40(1965) 8,150.00 ５ RC 造 ４階建て 

３ 北小学校 依知北 59 年 昭和 41(1966) 7,732.00 ４ RC 造 ４階建て 

４ 小鮎小学校 小鮎 58 年 昭和 42(1967) 6,321.00 ５ RC 造 ４階建て 

５ 厚木小学校 厚木北 56 年 昭和 44(1969) 8,236.00 ４ RC 造 ４階建て 

６ 依知小学校 依知南 56 年 昭和 44(1969) 5,199.00 ３ RC 造 ４階建て 

７ 厚木第二小学校 厚木南 55 年 昭和 45(1970) 7,967.00 ３ RC 造 ４階建て 

８ 清水小学校 睦合南 54 年 昭和 46(1971) 8,422.00 ３ RC 造 ４階建て 

９ 三田小学校 睦合北 52 年 昭和 48(1973) 7,447.00 ４ RC 造 ４階建て 

１０ 南毛利小学校 南毛利 51 年 昭和 49(1974) 8,784.00 ５ RC 造 ４階建て 

１１ 戸室小学校 南毛利 50 年 昭和 50(1975) 7,775.00 ３ RC 造 ４階建て 

１２ 愛甲小学校 南毛利南 49 年 昭和 51(1976) 7,244.00 ４ RC 造 ４階建て 

１３ 妻田小学校 睦合南 49 年 昭和 51(1976) 6,256.00 ４ RC 造 ４階建て 

１４ 鳶尾小学校 荻野 49 年 昭和 51(1976) 5,688.00 ３ RC 造 ４階建て 

１５ 荻野小学校 荻野 48 年 昭和 52(1977) 5,903.00 ４ RC 造 ４階建て 

１６ 毛利台小学校 南毛利 45 年 昭和 55(1980) 7,137.00 ４ RC 造 ４階建て 

１７ 玉川小学校 玉川 45 年 昭和 55(1980) 4,708.00 ２ RC 造 ４階建て 

１８ 上荻野小学校 荻野 45 年 昭和 55(1980) 5,718.00 ４ RC 造 ４階建て 

１９ 飯山小学校 小鮎 41 年 昭和 59(1984) 6,343.00 ３ RC 造 ４階建て 

２０ 森の里小学校 森の里 41 年 昭和 59(1984) 7,846.00 ５ RC 造 ４階建て 

２１ 戸田小学校 相川 38 年 昭和 62(1987) 7,250.00 ４ RC 造 ３階建て 

２２ 相川小学校 相川 33 年 平成４(1992) 8,889.00 ３ RC 造 ４階建て 

２３ 上依知小学校 依知北 31 年 平成６(1994) 7,799.00 ３ RC 造 ４階建て 

※構造は、校舎棟の構造を示します。 

※備考の階数は、最も高い校舎棟の階数を示します。 

 

資料２－１ 
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【中学校】 

No. 施設名称 地区名 築年数 建築年度 
延べ床 

面積(㎡) 
棟数 構造 備考 

１ 東名中学校 南毛利南 56 年 昭和 44(1969) 6,628.00 ３ RC 造 ４階建て 

２ 小鮎中学校 小鮎 55 年 昭和 45(1970) 7,776.00 ６ RC 造 ４階建て 

３ 相川中学校 相川 51 年 昭和 49(1974) 6,921.00 ３ RC 造 ４階建て 

４ 睦合中学校 睦合北 50 年 昭和 50(1975) 8,492.00 ３ RC 造 ４階建て 

５ 荻野中学校 荻野 49 年 昭和 51(1976) 8,893.00 ５ RC 造 ４階建て 

６ 厚木中学校 厚木北 49 年 昭和 51(1976) 9,212.00 ６ RC 造 ４階建て 

７ 林中学校 睦合西 49 年 昭和 51(1976) 7,457.00 ４ RC 造 ４階建て 

８ 玉川中学校 玉川 46 年 昭和 54(1979) 7,942.00 ５ RC 造 ４階建て 

９ 南毛利中学校 南毛利 44 年 昭和 56(1981) 8,705.00 ４ RC 造 ４階建て 

１０ 藤塚中学校 依知北 41 年 昭和 59(1984) 8,838.00 ３ RC 造 ４階建て 

１１ 森の里中学校 森の里 39 年 昭和 61(1986) 8,060.00 ４ RC 造 ４階建て 

１２ 依知中学校 依知南 39 年 昭和 61(1986) 8,568.00 ４ RC 造 ４階建て 

１３ 睦合東中学校 睦合北 37 年 昭和 63(1988) 10,692.00 ４ RC 造 ４階建て 

※構造は、校舎棟の構造を示します。 

※備考の階数は、最も高い校舎棟の階数を示します。 
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ウ 施設配置図 

 

  

65 ／ 107



4 

エ 利用状況及び利用見込み 

【小学校】 児童数・学級数の現況・将来推計 

No. 小学校名 

実績値(Ａ) 

(令和８(2026)年度) 

推計値(Ｂ) 

(令和 17(2035)年度) 

増減 

(Ｂ－Ａ) 

児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 

通常 特別 通常 特別 通常 特別 

１ 依知南小学校 406 13 6 322 12 8 ▲84 ▲1 2 

２ 緑ケ丘小学校 647 20 14 371 12 8 ▲276 ▲8 ▲6 

３ 北小学校 384 12 7 312 11 8 ▲72 ▲1 1 

４ 小鮎小学校 381 12 6 268 11 6 ▲113 ▲1 0 

５ 厚木小学校 751 24 6 735 23 18 ▲16 ▲1 12 

６ 厚木第二小学校 820 25 10 747 22 18 ▲73 ▲3 8 

７ 清水小学校 726 20 9 529 17 13 ▲197 ▲3 4 

８ 三田小学校 642 20 12 492 15 12 ▲150 ▲5 0 

９ 南毛利小学校 823 25 10 546 17 13 ▲277 ▲8 3 

10 戸室小学校 488 16 6 314 12 8 ▲174 ▲4 2 

11 愛甲小学校 445 16 5 388 12 9 ▲57 ▲4 4 

12 妻田小学校 479 16 5 400 12 10 ▲79 ▲4 5 

13 鳶尾小学校 252 10 3 172 6 5 ▲80 ▲4 2 

14 依知小学校 322 12 4 283 11 6 ▲39 ▲1 2 

15 荻野小学校 168 6 4 111 6 2 ▲57 0 ▲2 

16 毛利台小学校 440 14 8 290 11 7 ▲150 ▲3 ▲1 

17 玉川小学校 113 6 3 54 6 1 ▲59 0 ▲2 

18 上荻野小学校 234 10 4 128 6 3 ▲106 ▲4 ▲1 

19 飯山小学校 146 6 3 71 6 2 ▲75 0 ▲1 

20 森の里小学校 168 6 4 80 6 2 ▲88 0 ▲2 

21 戸田小学校 246 8 4 257 11 6 11 3 2 

22 相川小学校 210 8 5 153 6 4 ▲57 ▲2 ▲1 

23 上依知小学校 242 10 4 200 7 5 ▲42 ▲3 1 

出典：令和８年度児童数・生徒数将来推計(厚木市) 
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【中学校】生徒数・学級数の現況・将来推計 

No. 中学校名 

実績値(Ａ) 

(令和８(2026)年度) 

推計値(Ｂ) 

(令和 17(2035)年度) 

増減 

(Ｂ－Ａ) 

生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 

通常 特別 通常 特別 通常 特別 

１ 東名中学校 167 6 3 126 6 3 ▲41 0 0 

２ 小鮎中学校 280 9 6 222 8 3 ▲58 ▲1 ▲3 

３ 相川中学校 249 9 3 197 6 3 ▲52 ▲3 0 

４ 睦合中学校 407 12 6 296 9 4 ▲111 ▲3 ▲2 

５ 荻野中学校 441 13 4 248 9 3 ▲193 ▲4 ▲1 

６ 厚木中学校 749 21 5 670 19 10 ▲79 ▲2 5 

７ 林中学校 306 9 5 265 9 4 ▲41 0 ▲1 

８ 玉川中学校 306 9 4 224 7 3 ▲82 ▲2 ▲1 

９ 南毛利中学校 737 21 7 432 12 6 ▲305 ▲9 ▲1 

10 藤塚中学校 420 13 6 316 11 4 ▲104 ▲2 ▲2 

11 森の里中学校 124 5 2 66 3 1 ▲58 ▲2 ▲1 

12 依知中学校 316 10 4 257 9 4 ▲59 ▲1 0 

13 睦合東中学校 633 17 5 462 14 6 ▲171 ▲3 1 

出典：令和８年度児童数・生徒数将来推計(厚木市) 

 

【小学校】児童１人当たりの延べ床面積の推移 

No. 小学校名 

児童数 延べ床面積/児童数 

(㎡/人) 

延べ床面積/児童数 

の増減率 

R2 R8 R17 R2 R8 R17 R8/R2 R17/R2 

１ 依知南小学校 514 406 322 19.46 24.63 31.06 127% 160% 

２ 緑ケ丘小学校 620 647 371 13.15 12.60 21.97 96% 167% 

３ 北小学校 384 384 312 20.14 20.14 24.78 100% 123% 

４ 小鮎小学校 456 381 268 13.86 16.59 23.59 120% 170% 

５ 厚木小学校 936 751 735 8.80 10.97 11.21 125% 127% 

６ 厚木第二小学校 841 820 747 9.47 9.72 10.67 103% 113% 

７ 清水小学校 882 726 529 9.55 11.60 15.92 121% 167% 

８ 三田小学校 790 642 492 9.43 11.60 15.14 123% 161% 

９ 南毛利小学校 1,021 823 546 8.60 10.67 16.09 124% 187% 

10 戸室小学校 553 488 314 14.06 15.93 24.76 113% 176% 

11 愛甲小学校 496 445 388 14.60 16.28 18.67 111% 128% 

12 妻田小学校 473 479 400 13.23 13.06 15.64 99% 118% 

13 鳶尾小学校 320 252 172 17.78 22.57 33.07 127% 186% 

14 依知小学校 419 322 283 12.41 16.15 18.37 130% 148% 

15 荻野小学校 336 168 111 17.57 35.14 53.18 200% 303% 

16 毛利台小学校 540 440 290 13.2 16.2 24.6 123% 186% 

17 玉川小学校 167 113 54 28.19 41.66 87.19 148% 309% 

18 上荻野小学校 451 234 128 12.68 24.44 44.67 193% 352% 
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19 飯山小学校 197 146 71 32.20 43.45 89.34 135% 277% 

20 森の里小学校 235 168 80 33.39 46.70 98.08 140% 294% 

21 戸田小学校 352 246 257 20.60 29.47 28.21 143% 137% 

22 相川小学校 218 210 153 40.78 42.33 58.10 104% 142% 

23 上依知小学校 295 242 200 26.44 32.23 39.00 122% 148% 

出典：・令和２年度児童生徒数：「個別施設計画」(令和４年２月)    

  ・令和８・17 年度児童数：「令和８年度児童・生徒数将来推計」 

・延べ床面積は令和７年度値を使用              

 

【中学校】生徒１人当たりの延べ床面積の推移 

No. 中学校名 

生徒数 延べ床面積/生徒数 

(㎡/人) 

延べ床面積/生徒数 

の増減率 

R2 R8 R17 R2 R8 R17 R8/R2 R17/R2 

１ 東名中学校 220 167 126 30.13 39.69 52.60 132% 175% 

２ 小鮎中学校 328 280 222 23.71 27.77 35.03 117% 148% 

３ 相川中学校 231 249 197 29.96 27.80 35.13 93% 117% 

４ 睦合中学校 454 407 296 18.70 20.86 28.69 112% 153% 

５ 荻野中学校 671 441 248 13.25 20.17 35.86 152% 271% 

６ 厚木中学校 820 749 670 11.23 12.30 13.75 110% 112% 

７ 林中学校 337 306 265 22.13 24.37 28.14 110% 127% 

８ 玉川中学校 396 306 224 20.06 25.95 35.46 129% 177% 

９ 南毛利中学校 652 737 432 13.35 11.81 20.15 88% 151% 

10 藤塚中学校 421 420 316 21.00 21.04 27.97 100% 133% 

11 森の里中学校 173 124 66 46.59 65.00 122.12 140% 262% 

12 依知中学校 369 316 257 23.22 27.11 33.34 117% 144% 

13 睦合東中学校 601 633 462 17.79 16.89 23.14 95% 130% 

出典：・令和２年度児童生徒数：「個別施設計画」(令和４年２月)    

  ・令和８・17 年度児童数：「令和８年度児童・生徒数将来推計」 

・延べ床面積は令和７年度値を使用              

 

 

オ 維持管理費用 

 

 

  

作成中 
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カ 老朽化の状況 

【小学校】築年数別の延べ床面積 

 
 

【中学校】築年数別の延べ床面積 
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(２) 現状認識 

配置状況 

 ・小学校 23 校、中学校 13 校の合計 36校が整備されています。 

利用・維持管理状況 

 ・中心市街地などの一部地域の学校では児童・生徒数の増加が見込まれる一方、郊

外の学校では減少が進む見通しです。市全体では、人口減少に伴い児童・生徒数

は減少見込みとなっています(児童数は、令和８年度の 9,533 人に対し、令和 17

年度は 7,223 人と、約 25％減の推計。生徒数は、令和８年度の 5,135 人に対し、

令和 17 年度は 3,781 人と、約 24％減の推計)。 

・児童・生徒一人当たりの延べ床面積は増加傾向にあります。 

・(維持管理費は、データに基づき追記予定です。) 

老朽化の状況 

 ・築 40 年以上の施設の割合は、小学校では約 10.7 万㎡と全体の約 63.8％、中学校

では 5.8 万㎡と全体の 56.1％となっています。 

 

(３) 今後の在り方 

今後の必要性 

・義務教育施設として、また、災害時における避難所や地域コミュニティの形成

に向けた拠点施設としての機能を有するなど、まちづくりにおいて重要な役割

を担うことが求められていることから、必要となる整備を行います。 

・児童・生徒数当たりの延べ床面積は、令和２(2020)年と令和 17(2035)年を比較

すると、ほとんどの学校で増加し、学校によっては約３倍となる見込みです。

児童・生徒数の減少に合わせた施設数及び施設規模の最適化が必要です。 

今後の方向性 

・義務教育施設として、また、地域の拠点施設として、今後も機能を継続しま

す。 

(整備・改修) 

・施設を目標耐用年数まで使用するため、計画的な長寿命化改修を実施します。 

・耐用年数評価を実施し、目標耐用年数以降も使用可能となった建物について

は、目標耐用年数以降も、改修により長寿命化を図ることを原則とし、単独建

替えは行わないこととします。 

・延べ床面積が増加しないよう、適切な規模での更新や社会ニーズに対応した改

修等を行います。 

(学校の適正規模・適正配置の推進等) 

・児童・生徒数の将来推計を踏まえ、適正規模・適正配置の取組を進めます。 

・地域内の公共機能を受け入れる「地域の核となる施設」として位置付け、他の

公共施設等との複合化を検討します。なお、校舎への複合化が適切でない場合

は、隣接する場所への立地を検討します。 

(例えば、プール授業の委託化に伴いプール跡地が発生する場合は、有効活用を

図るため、周辺の公共施設を移転することを検討します。) 
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(４)個別施設の今後の方向性 

【小学校】 
※凡例 

建替え中：建替え事業を実施中 

回復  ：長寿命化改修(機能回復) 

向上  ：長寿命化改修(機能回復＋機能向上) 

検討  ：廃止・複合化、集約化、更新等の方針を検討 

耐   ：耐用年数評価(耐用年数評価結果を踏まえ、上記のいずれかを実施) 

※１   ：耐用年数評価を実施済み。耐用年数を迎える時期に超長寿命化改修を実

施予定。(総合管理計画第３章 ７ 目標達成のための取組 参照) 
No. 施

設

名 

建物名 目標 

耐用 

年数 

目標耐用年数を 

迎える年度 

前期 中期 後期 

1 依知南小学校 

  中央棟 60 令和６(2024) 建替え中   

  西棟 60 令和 16(2034) 建替え中   

  東棟 80 令和 41(2059)  回復、耐  

  体育館 80 令和 45(2063)  回復 耐 

2 緑ケ丘小学校 

  東棟 60 令和７(2025) 建替え中   

  西棟 60 令和 12(2030) 建替え中   

  南棟 80 令和 41(2059)  回復、耐  

  体育館 80 令和 43(2061)  回復、耐  

3 北小学校 

  南棟 60 令和８(2026) 建替え中   

  西棟 80 令和 36(2054) 回復 耐 向上 

  北棟 80 令和 40(2058)  回復、耐  

  体育館 80 令和 44(2062)  回復 耐 

4 小鮎小学校 

  南棟 60 令和９(2027) ※１   

  中央棟 80 令和 40(2058)  回復、耐  

  北棟 80 令和 40(2058)  回復、耐  

  体育館 80 令和 43(2061)  回復、耐  

  便所棟 80 令和 56(2074) 向上  回復 

5 厚木小学校 

  北棟 60 令和 11(2029) ※１   

  東棟 60 令和 12(2030) ※１   

  南棟 80 令和 45(2063)  回復 耐 

  体育館 80 令和 47(2065)   向上、耐 

6 依知小学校 

  体育館 60 令和 11(2029) ※１   

  校舎棟 80 令和 39(2057)  回復、耐  

  特別教室棟 80 令和 48(2066)  回復 耐 
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7 厚木第二小学校 

  西棟 80 令和 32(2050) ※１   

  東棟 80 令和 41(2059)  回復、耐  

  体育館 80 令和 42(2060)  回復、耐  

  北棟(調理場) 80 令和 63(2081)  向上  

8 清水小学校 

  北棟 60 令和 13(2031) ※１   

  南棟 80 令和 36(2054) 回復 耐  

  東棟(体育館併用) 80 令和 43(2061)  回復、耐  

9 三田小学校 

  中央棟 80 令和 35(2053) 回復 耐 向上 

  北棟 80 令和 39(2057)  回復、耐  

  西棟 80 令和 42(2060)  回復、耐  

  体育館 80 令和 80(2098)  回復  

10 南毛利小学校 

  北棟 60 令和 16(2034) ※１   

  南棟 80 令和 38(2056)  回復、耐  

  体育館 80 令和 43(2061)  回復、耐  

  東棟 80 令和 46(2064)  回復 耐 

  プール・給食調理場 80 令和 67(2085)   向上 

11 戸室小学校 

  南棟 80 令和 37(2055)  回復、耐  

  中央・北棟 80 令和 37(2055)  回復、耐  

  体育館 80 令和 43(2061)  回復、耐  

12 愛甲小学校 

  北棟 80 令和 38(2056)  回復、耐  

  西棟 80 令和 38(2056)  回復、耐  

  体育館・公民館 80 令和 43(2061)  回復、耐  

  東棟 80 令和 44(2062)  回復 耐 

13 妻田小学校 

  中央棟 80 令和 38(2056)  回復、耐  

  北棟 80 令和 38(2056)  回復、耐  

  南棟 80 令和 38(2056)  回復、耐  

  体育館 80 令和 44(2062)  回復 耐 

14 鳶尾小学校 

  北棟 80 令和 38(2056)  回復、耐  

  南棟 80 令和 38(2056)  回復、耐  

  体育館 80 令和 44(2062)  回復 耐 

15 荻野小学校 

  南棟 60 令和 19(2037)  検討、耐  

  体育館 80 令和 43(2061)  回復、耐  
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  東棟 80 令和 47(2065)   回復、耐 

  北棟 80 令和 48(2066)   回復、耐 

16 毛利台小学校 

  中央棟 80 令和 42(2060)  回復、耐  

  東棟(体育館併用) 80 令和 42(2060)  回復、耐  

  プール棟 80 令和 42(2060)  回復、耐  

  北棟 80 令和 45(2063)  回復 耐 

17 玉川小学校 

  校舎棟 80 令和 42(2060)  回復、耐  

  体育館 80 令和 43(2061)  回復、耐  

18 上荻野小学校 

  北棟 80 令和 42(2060)  回復、耐  

  南棟 80 令和 42(2060)  回復、耐  

  体育館 80 令和 44(2062)  回復 耐 

  校舎 60 令和 51(2069) 回復  向上、耐 

19 飯山小学校 

  南棟 80 令和 46(2064)  回復 耐 

  北棟 80 令和 46(2064)  回復 耐 

  体育館併用棟 80 令和 46(2064)  回復 耐 

20 森の里小学校 

  西棟 80 令和 46(2064)  回復 耐 

  中央棟 80 令和 46(2064)  回復 耐 

  南棟 80 令和 46(2064)  回復 耐 

  体育館併用棟 80 令和 48(2066)   回復、耐 

  東棟 80 令和 51(2069) 向上  回復、耐 

21 戸田小学校 

  北棟 80 令和 49(2067) 向上  回復、耐 

  南棟 80 令和 49(2067) 向上  回復、耐 

  中央棟 80 令和 49(2067) 向上  回復、耐 

  体育館併用棟 80 令和 49(2067) 向上  回復、耐 

22 相川小学校 

  南棟(校舎) 80 令和 54(2072) 向上  回復 

  体育館 80 令和 54(2072) 向上  回復 

  プール 80 令和 54(2072) 向上  回復 

23 上依知小学校 

  北棟(特別教室棟) 80 令和 56(2074) 向上  回復 

  南棟(一般教室棟) 80 令和 56(2074) 向上  回復 

  体育館 80 令和 56(2074) 向上  回復 
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【中学校】 

※凡例 

回復  ：長寿命化改修(機能回復) 

向上  ：長寿命化改修(機能回復＋機能向上) 

検討  ：廃止・複合化、集約化、更新等の方針を検討 

耐   ：耐用年数評価(耐用年数評価結果を踏まえ、上記のいずれかを実施) 

※１   ：耐用年数評価を実施済み。耐用年数を迎える時期に超長寿命化改修を実

施予定。(総合管理計画第３章 ７ 目標達成のための取組 参照) 
No. 施

設

名 

建物名 目標 

耐用 

年数 

目標耐用年数を 

迎える年度 

前期 中期 後期 

1 東名中学校 

  南棟 60 令和 11(2029) ※１   

  体育館 80 令和 34(2052) 回復 耐  

  北棟 80 令和 41(2059)  回復、耐  

2 小鮎中学校 

  北棟 60 令和 12(2030) ※１   

  体育館 60 令和 13(2031) ※１   

  東棟 80 令和 40(2058)  回復、耐  

  中央棟 80 令和 40(2058)  回復、耐  

  西棟 80 令和 47(2065)   回復、耐 

  南棟 80 令和 53(2071) 向上  回復、耐 

3 相川中学校 

  南棟 80 令和 36(2054) 回復 耐  

  北棟 80 令和 40(2058)  回復、耐  

  体育館 80 令和 42(2060)  回復、耐  

4 睦合中学校 

  体育館 60 令和 10(2028) ※１   

  北棟 80 令和 37(2055)  回復、耐  

  南棟 80 令和 44(2062)  回復 耐 

5 荻野中学校 

  体育館 80 令和 35(2053) 回復 耐  

  東棟 80 令和 38(2056)  回復、耐  

  西棟 80 令和 44(2062)  回復 耐 

  中央棟 80 令和 44(2062)  回復 耐 

  南棟 80 令和 54(2072) 向上  回復 

6 厚木中学校 

  北棟 80 令和 38(2056)  回復、耐  

  西棟 80 令和 38(2056)  回復、耐  

  体育館 80 令和 64(2082)  向上  

  部室 80 令和 66(2084)  向上  

  校舎(プレハブ棟) 80 令和 71(2089) 回復  向上 

  特別教室棟 60 令和 58(2076)  回復  
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7 林中学校 

  南棟 80 令和 38(2056)  回復、耐  

  西棟 80 令和 38(2056)  回復、耐  

  体育館 80 令和 39(2057)  回復、耐  

  武道場 80 令和 54(2072) 向上  回復 

8 玉川中学校 

  西棟 80 令和 41(2059)  回復、耐  

  北棟 80 令和 41(2059)  回復、耐  

  東棟 80 令和 41(2059)  回復、耐  

  体育館 80 令和 41(2059)  回復、耐  

  東北棟 80 令和 47(2065)   回復、耐 

9 南毛利中学校 

  体育館 60 令和９(2027) ※１   

  南棟 80 令和 43(2061)  回復、耐  

  中央棟 80 令和 43(2061)  回復、耐  

  北棟 80 令和 72(2090) 回復   

10 藤塚中学校 

  南棟 80 令和 46(2064)  回復 耐 

  体育館併用棟 80 令和 46(2064)  回復 耐 

  西棟 80 令和 52(2070) 向上  回復、耐 

11 森の里中学校 

  西棟 80 令和 48(2066)   回復、耐 

  南棟 80 令和 48(2066)   回復、耐 

  北棟 80 令和 48(2066)   回復、耐 

  体育館 80 令和 48(2066)   回復、耐 

12 依知中学校 

  体育館併用棟 80 令和 48(2066)   回復、耐 

  南棟 80 令和 48(2066)   回復、耐 

  北棟 80 令和 48(2066)   回復、耐 

  西棟 80 令和 54(2072) 向上  回復 

13 睦合東中学校 

  東棟 80 令和 50(2068) 向上  回復、耐 

  西棟 80 令和 50(2068) 向上  回復、耐 

  北棟 80 令和 50(2068) 向上  回復、耐 

  体育館併用棟 80 令和 50(2068) 向上  回復、耐 
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１ 学校給食施設 
(１) 施設の概要 

ア 設置目的 

施設名称 学校給食センター 

設置目的 厚木市立の小・中学校において実施される学校給食の運営の合理化を図

るため、その調理等の業務を集約する共同調理場として設置 

施設名称 単独給食調理場 

設置目的 厚木市立の小学校において実施される学校給食の運営のため設置 

関連計画等 厚木市学校給食施設の整備方針 

 

イ 施設一覧 

【学校給食センター】 

No. 施設名称 地区名 築年数 建築年度 
延べ床 

面積(㎡) 
棟数 構造 備考 

１ 南部学校給食センター 南毛利南 46 年 昭和 54(1979) 1,806.10 1 RC 造 地上２階 

２ 北部学校給食センター 睦合北 4 年 令和４(2022) 3,988.54 1 RC 造 地上２階 

 

【単独給食調理場】 

No. 施設名称 地区名 築年数 建築年度 
延べ床 

面積(㎡) 
棟数 構造 備考 

１ 厚木第二小学校 厚木南 24 年 平成 13(2001) 454.00 1 
RC 造、 

一部 S 造 
平屋建て 

２ 上荻野小学校 荻野 24 年 平成 13(2001) 348.00 1 
RC 造、 

一部 S 造 
平屋建て 

３ 飯山小学校 小鮎 23 年 平成 14(2002) 375.00 1 RC 造  

４ 依知小学校 依知南 23 年 平成 14(2002) 365.00 1 
RC 造、 

一部 S 造 
平屋建て 

５ 荻野小学校 荻野 22 年 平成 15(2003) 387.00 1 RC 造  

６ 妻田小学校 睦合南 22 年 平成 15(2003) 417.00 1 RC 造  

７ 北小学校 依知北 21 年 平成 16(2004) 298.00 1 RC 造  

８ 緑ケ丘小学校 緑ケ丘 20 年 平成 17(2005) 392.00 1 RC 造  

９ 上依知小学校 依知北 20 年 平成 17(2005) 368.00 1 RC 造  

10 清水小学校 睦合南 19 年 平成 18(2006) 646.00 1 RC 造  

11 南毛利小学校 南毛利 19 年 平成 18(2006) 639.00 1 RC 造  

12 三田小学校 睦合北 18 年 平成 19(2007) 470.00 1 RC 造  

13 小鮎小学校 小鮎 18 年 平成 19(2007) 581.00 1 RC 造  

14 依知南小学校 依知南 17 年 平成 20(2008) 397.00 1 RC 造  
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15 鳶尾小学校 荻野 15 年 平成 22(2010) 388.00 1 RC 造  

16 毛利台小学校 南毛利 14 年 平成 23(2011) 609.00 1 RC 造  

17 厚木小学校 厚木北 12 年 平成 25(2013) 496.00 1 RC 造  

 

ウ 施設配置図 
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エ 利用状況及び利用見込み 

 

 

 

オ 維持管理費用 

 

 

 

カ 老朽化の状況 

【学校給食センター】築年数別の延床面積 

 

 

【単独給食調理場】築年数別の延床面積 
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(２) 現状認識 

配置状況 

 ・学校給食センターは市内に２か所設置されているほか、単独給食調理場は小学校

全 23校のうち 17 校に設置されています。 

・南部学校給食センターは、河川が氾濫した場合に浸水が想定される区域に立地し

ています。 

利用・維持管理状況 

 ・児童・生徒数は今後減少が予測されていることから、配食数についても減少が見

込まれています。 

施設の老朽化状況 

 ・北部学校給食センターはＰＦＩ方式により事業を行っており、施設整備後、令和

４年度に維持管理・運営を開始しています。一方、南部学校給食センターは建築

から 46 年が経過し、老朽化が進行しています。 

・単独給食調理場の整備時期は平成 13年度から平成 25年度の 13年間に集中してお

り、同時に改修や更新の時期を迎えることとなります。大型調理機器の老朽化も

進んでおり、計画的な長寿命化改修が必要です。 

 

(３) 今後の在り方 

今後の必要性 

 ・今後の食数の減少に伴う、施設数及び施設規模の最適化が必要です。 

今後の方向性 

 ・安心で安全なおいしい給食を継続的に提供するため、今後も機能を継続します。 

・南部学校給食センターについては、食数の減少が見込まれるため、北部学校給食

センターへ機能を集約した上で廃止を検討します。そのため、今後 15 年程度機能

を維持できるよう、必要な改修を行います。 

・北部学校給食センターについては、全市的な食数の減少に伴う最適化のための集

約拠点として機能するために、ＰＦＩ事業者との調整や改修を行います。 

・単独給食調理場については、原則、機能を継続するため、計画的な改修を行いま

す。ただし、食数が著しく減少した場合は、北部学校給食センターへ機能を集約

した上で廃止を検討します。 

・ 小・中学校の適正規模・適正配置に関する基本方針等の関連する計画等との整合性を

図ります。 
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(４) 個別施設の今後の方向性 
【学校給食センター】 

※凡例 

回復  ：長寿命化改修(機能回復)  

検討  ：廃止・複合化、集約化、更新等の方針を検討 

No. 施設名 目標 

耐用 

年数 

目標耐用 

年数を 

迎える年度 

前期 中期 後期 

1 北部学校給食センター 80 令和 41(2059)  回復  

2 南部学校給食センター 80 令和 84(2102) 改修 検討  

 
【単独給食調理場】 

※凡例 

回復  ：長寿命化改修(機能回復) 

向上  ：長寿命化改修(機能回復＋機能向上) 
No. 施設名 目標 

耐用 

年数 

目標耐用 

年数を 

迎える年度 

前期 中期 後期 

1 厚木第二小学校 80 令和 63(2081)  向上  

2 上荻野小学校 80 令和 63(2081)  向上  

3 飯山小学校 80 令和 64(2082)  向上  

4 依知小学校 80 令和 64(2082)  向上  

5 荻野小学校 80 令和 65(2083)  向上  

6 妻田小学校 80 令和 65(2083)  向上  

7 北小学校 80 令和 66(2084)  向上  

8 緑ケ丘小学校 80 令和 67(2085)   向上 

9 上依知小学校 80 令和 67(2085)   向上 

10 清水小学校 80 令和 68(2086)   向上 

11 南毛利小学校 80 令和 68(2086)   向上 

12 三田小学校 80 令和 69(2087) 回復  向上 

13 小鮎小学校 80 令和 69(2087) 回復  向上 

14 依知南小学校 80 令和 70(2088) 回復  向上 

15 鳶尾小学校 80 令和 71(2089) 回復  向上 

16 毛利台小学校 80 令和 73(2091) 回復  向上 

17 厚木小学校 80 令和 75(2093) 回復  向上 
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１ 放課後児童クラブ 
(１) 施設の概要 

ア 設置目的 

施設名称 放課後児童クラブ 

設置目的 保護者の就労、疾病などで、放課後に帰宅しても家庭において適切な保

育を受けることができない児童を対象に、小学校の教室などを活用し

て、適切な遊びと生活の場を提供し、その健全な育成を図るための事業

(放課後児童健全育成事業)により設置 

関連計画等 ・厚木市こども・若者みらい計画 

 

イ 施設一覧 

No. 施設名称 地区名 
築年

数 
建築年度 

延べ床 

面積(㎡) 
棟数 構造 備考 

１ 三田放課後児童クラブ 睦合北 
22 年 平成 15(2003) 89.43 １ S 学校敷地 

17 年 平成 20(2008) 107.64 １ S(軽量) 学校敷地 

２ 荻野放課後児童クラブ 荻野 14 年 平成 23(2011) 253.00 １ S(軽量) 
学校敷地

２階建て 

３ 厚木放課後児童クラブ 厚木北 8 年 平成 29(2017) 432.38 １ S(軽量) 
学校敷地

２階建て 

４ 
依知南放課後児童クラ

ブ 
依知南 7 年 平成 30(2018) 251.84 １ S(軽量) 

学校敷地

２階建て 

５ 
厚木第二放課後児童ク

ラブ 
厚木南 6 年 令和元(2019) 596.16 １ S(軽量) 

学校敷地

２階建て 

※市内には全 23 の放課後児童クラブがあるが、本箇所では学校・学習支援センター内の

放課後児童クラブ以外(単独施設)の施設を対象とします。 
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ウ 施設配置図 
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エ 利用状況及び利用見込み 

 

 

 

オ 維持管理費用 

 

 

 

カ 老朽化の状況 

築年数別の延床面積 

 

 

(２)現状認識 

配置状況 

 ・市内には全 23 の放課後児童クラブがあり、学校・学習支援センター内の放課後児

童クラブを除く５つが、小学校敷地内に単独施設として整備されています。 

利用・維持管理状況 

 ・市立放課後児童クラブの入所児童数は、年度によって変動はあるものの、おおむ

ね増加傾向にあり、６～11 歳人口に対する入所率も上昇傾向にあります。 

・一方、人口減少に伴い児童数は減少見込みとなっています(令和８年度の児童数

9,533 人に対し、令和 17年度は 7,223 人と、約 25％減の推計)。 

老朽化の状況 

 ・学校敷地内にある単独施設５施設のうち、三田放課後児童クラブの２棟は築 17

年、22 年となっています。 

・その他の４施設(４棟)は築 14 年以下となっています。 
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(３) 今後の在り方 

今後の必要性 

 ・児童の数が減少傾向にあるため、ニーズを見極めて、施設規模の最適化が必要で

す。 

今後の方向性 

 ・放課後児童クラブとしての機能は、今後も継続します。 

・単独施設として整備している放課後児童クラブは、入所希望者数の推移を見極

め、小学校校舎等への機能移転による複合化をした上で、建物の廃止を検討しま

す。なお、入所希望者数が横ばい又は増加傾向にある放課後児童クラブは、小学

校校舎等への複合化を見据えた上で、長寿命化改修の是非を検討します。 

・小学校において、プール授業の委託化に伴うプール跡地を活用した周辺公共施設

の移転を検討する際、放課後児童クラブについても他施設との複合化を検討する

こととします。 

・三田放課後児童クラブについては、新たな地域のこどもの居場所の創出を図るた

め、児童館、放課後児童クラブ、子育て相談機関の機能を併せ持つ複合施設とし

て、三田小学校プール跡地への移転整備を進めています。 

 

(４) 個別施設の今後の方向性 
※凡例 

建替え中：建替え事業を実施中 

回復  ：長寿命化改修(機能回復) 

向上  ：長寿命化改修(機能回復＋機能向上) 

No. 施設名 目標 

耐用 

年数 

目標耐用年数を 

迎える年度 

前期 中期 後期 

１ 三田放課後児童クラブ(H15) 80 令和 65(2083) 建替え中   

三田放課後児童クラブ(H20) 60 令和 50(2068) 建替え中   

２ 荻野放課後児童クラブ 60 令和 53(2071) 回復  向上 

３ 厚木放課後児童クラブ 60 令和 59(2077)  回復  

４ 依知南放課後児童クラブ 60 令和 60(2078)  回復  

５ 厚木第二放課後児童クラブ 60 令和 61(2079)  回復  
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１ 児童館 
(１) 施設の概要 

ア 設置目的 

施設名称 児童館 

設置目的 児童福祉法及び厚木市立児童館条例に基づき、児童の健康を増進し、情

操を豊かにするために設置 

関連計画等 厚木市こども・若者みらい計画 

 

イ 施設一覧 

No. 施設名称 地区名 
築年

数 
建築年度 

延べ床 

面積(㎡) 
棟数 構造 備考 

１ 三田児童館 睦合北 59 年 昭和 41(1966) 194.59 1 W 造 地上１階 

２ 愛甲原児童館 南毛利南 54 年 昭和 46(1971) 190.93 1 W 造 地上１階 

３ 上荻野児童館 荻野 53 年 昭和 47(1972) 183.84 1 W 造 地上１階 

４ 戸室児童館 南毛利 53 年 昭和 47(1972) 176.89 1 W 造 地上２階 

５ 厚木南児童館 厚木南 52 年 昭和 48(1973) 169.75 1 W 造 地上１階 

６ 浅間山児童館 南毛利 52 年 昭和 48(1973) 179.95 1 W 造 地上１階 

７ 飯山中部児童館 小鮎 51 年 昭和 49(1974) 180.53 1 W 造 地上１階 

８ ひまわり児童館 厚木南 51 年 昭和 49(1974) 163.6 1 W 造 地上２階 

９ 藤塚児童館 依知北 48 年 昭和 52(1977) 192.11 1 W 造 地上２階 

10 小野児童館 玉川 47 年 昭和 53(1978) 268.3 1 W 造 地上１階 

11 王子児童館 緑ケ丘 47 年 昭和 53(1978) 199.57 1 W 造 地上１階 

12 まつかげ台児童館 荻野 46 年 昭和 54(1979) 187.56 1 W 造 地上２階 

13 中戸田児童館 相川 46 年 昭和 54(1979) 188.8 1 W 造 地上２階 

14 吾妻町児童館 厚木北 45 年 昭和 55(1980) 151.13 1 W 造 地上１階 

15 上落合児童館 相川 45 年 昭和 55(1980) 175.4 1 W 造 地上２階 

16 妻田児童館 睦合南 44 年 昭和 56(1981) 206.4 1 W 造 地上２階 

17 古松台児童館 小鮎 44 年 昭和 56(1981) 214.89 1 W 造 地上２階 

18 上依知児童館 依知北 43 年 昭和 57(1982) 240.9 1 S 造 地上２階 

19 宮の里児童館 小鮎 42 年 昭和 58(1983) 199.87 1 S 造 地上１階 

20 中依知児童館 依知南 36 年 平成１(1989) 215.64 1 S 造 地上１階 

21 及川児童館 睦合西 34 年 平成３(1991) 214.89 1 S 造 地上２階 

及川老人憩

の家との複

資料２－４ 
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合施設 

(415.12 ㎡) 

22 鳶尾児童館 荻野 34 年 平成３(1991) 229.85 1 S 造 地上２階 

鳶尾老人憩

の家との複

合施設 

(391.75 ㎡) 

23 下川入児童館 依知北 33 年 平成４(1992) 221.93 1 W 造 地上１階 

24 山際児童館 依知北 31 年 平成６(1994) 267.62 1 S 造 地上２階 

山際南部老

人憩の家と

の複合施設

(474.50 ㎡) 

25 妻田東児童館 睦合南 31 年 平成６(1994) 219.57 1 S 造 地上１階 

妻田東老人

憩の家との

複合施設 

(399.44 ㎡) 

26 荻野児童館 荻野 31 年 平成６(1994) 209.51 1 S 造 地上１階 

27 七沢児童館 玉川 31 年 平成６(1994) 229.38 1 W 造 地上１階 

28 緑ケ丘児童館 緑ケ丘 30 年 平成７(1995) 255.73 1 RC 造 地上３階 

緑ケ丘公民

館との複合

施設 

(2,348.66

㎡) 

29 下古沢児童館 小鮎 29 年 平成８(1996) 221.1 1 W 造 地上１階 

30 森の里児童館 森の里 27 年 平成 10(1998) 228.63 1 RC 造 地上３階 

森の里公民

館との複合

施設 

(2,053.56

㎡) 

31 荻野新宿児童館 荻野 25 年 平成 12(2000) 223.01 1 S 造 地上２階 

荻野新宿老
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人憩の家と

の複合施設 

(483.84 ㎡) 

32 温水・恩名児童館 南毛利 24 年 平成 13(2001) 261.32 1 S 造 地上１階 

温水・恩名

老人憩の家

との複合施

設(455.98

㎡) 

33 愛甲児童館 南毛利南 21 年 平成 16(2004) 234.67 1 S 造 地上２階 

愛甲老人憩

の家との複

合施設

(558.77 ㎡) 

34 毛利台児童館 南毛利 19 年 平成 18(2006) 222.18 1 S 造 地上１階 

毛利台老人

憩の家との

複合施設

(442.81 ㎡) 

35 岡田児童館 相川 18 年 平成 19(2007) 228.85 1 S 造 地上１階 

岡田老人憩

の家との複

合施設

(440.12 ㎡) 

36 上戸田児童館 相川 12 年 平成 25(2013) 250.08 1 W 造 地上１階 

37 金田児童館 依知南 7 年 平成 30(2018) 251.81 1 W 造 地上１階 

金田東老人

憩の家との

複合施設 

(407.86 ㎡) 

38 厚木北児童館 厚木北 ４年 令和３(2021) 313.43 1 S 造 地上１階 
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ウ 施設配置図 
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エ 利用状況及び利用見込み 

 

 

 

オ 維持管理費用 

 

 

 

カ 老朽化の状況 

築年数別の延床面積 
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(２) 現状認識 

配置状況 

 ・全ての地区、小学校区において１館以上配置されています。 

・老人憩の家や公民館との複合施設となっているものが 12館あります。 

・多世代交流による地域コミュニティ形成の場としての機能を持つ、児童館以外の

施設が敷地内に設置されているケースがあります。 

利用・維持管理状況 

 ・午前中の乳幼児とその保護者の利用が増加傾向となっています。 

・利用対象者である 18歳未満の人口が減少することが予測されていることから、利

用者数の減少が見込まれます。 

施設の老朽化等の状況 

 ・全施設の 50％が築 40年以上経過するなど老朽化が進んでおり、2030 年代から

2040 年代にかけて、多くの建物が更新もしくは長寿命化改修の時期を迎えます。 

・特に、築 50年以上かつ木造の施設が８館あり、今後 10 年以内に相次いで目標耐

用年数を迎えることとなります。 

 

(３) 今後の在り方 

今後の必要性 

 ・児童数・生徒数が減少傾向にあるため、施設数及び施設規模の最適化が必要で

す。 

・老人憩の家や公民館との複合施設は、個別に必要性を検討する必要があります。 

今後の方向性 

 ・こどもの居場所づくりと健全な遊びを提供するため又は保護者が子育てしやすい

環境を充実させるため、今後も機能を継続します。 

 (改修) 

・施設を目標耐用年数まで使用することを基本とし、計画的な長寿命化改修を実施

します。 

・改修・修繕は、利用者が安心・安全に利用ができる環境を最優先にしながら、ニ

ーズの変化等を踏まえつつ、優先順位をつけて取組を進めます。 

 (建替え・集約化等) 

・原則、新たな施設整備は行わず、目標耐用年数を迎える施設は既存公共施設にお

ける複合化や集約化等を行うことにより、機能を維持しながら施設総量の抑制を

図り、将来的には、１小学校区に１館の施設配置を目指します。 

・特に、小学校において、プール授業の委託化に伴うプール跡地を活用した周辺公

共施設の移転を検討する際、児童館についても他施設との複合化を検討すること

とします。 

・三田児童館については、新たな地域のこどもの居場所の創出を図るため、児童

館、放課後児童クラブ、子育て相談機関の機能を併せ持つ複合施設として、三田

小学校プール跡地への移転整備を進めています。 
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・児童館の建替え・複合化等を検討する際、三田児童館等複合施設と同様に、こど

もに関する施設との複合化を優先しつつ、検討を進めていきます。 

・目標耐用年数を迎える前の施設で、施設のニーズが減少し、廃止が妥当であると

判断される場合は廃止するほか、地域での利用希望があった場合、その地域へ自

治会館等として移譲することも検討します。なお、その際には、機能を近隣の児

童館へ集約化を行います。 

 

(４) 個別施設の今後の方向性 
※凡例 

建替え中：建替え事業を実施中 

回復  ：長寿命化改修(機能回復) 

向上  ：長寿命化改修(機能回復＋機能向上) 

検討  ：廃止・複合化、集約化、更新等の方針を検討 

No. 施設名 目標 

耐用 

年数 

目標耐用年数を 

迎える年度 

前期 中期 後期 

1 三田児童館 60 令和８(2026) 建替え中   

2 愛甲原児童館 60 令和 13(2031) 検討   

3 上荻野児童館 60 令和 14(2032) 検討   

4 戸室児童館 60 令和 14(2032) 検討   

5 厚木南児童館 60 令和 15(2033) 検討   

6 浅間山児童館 60 令和 15(2033) 検討   

7 飯山中部児童館 60 令和 16(2034) 検討   

8 ひまわり児童館 60 令和 16(2034) 検討   

9 藤塚児童館 60 令和 19(2037) 検討   

10 小野児童館 60 令和 20(2038)  検討  

11 王子児童館 60 令和 20(2038)  検討  

12 まつかげ台児童館 60 令和 21(2039)  検討  

13 中戸田児童館 60 令和 21(2039)  検討  

14 吾妻町児童館 60 令和 22(2040)  検討  

15 上落合児童館 60 令和 22(2040)  検討  

16 妻田児童館 60 令和 23(2041)  検討  

17 古松台児童館 60 令和 23(2041)  検討  

18 上依知児童館 80 令和 44(2062)  回復  

19 宮の里児童館 80 令和 45(2063)  回復  

20 中依知児童館 80 令和 51(2069) 向上  回復 

21 及川児童館 80 令和 53(2071) 向上  回復 

22 鳶尾児童館 80 令和 53(2071) 向上  回復 

23 下川入児童館 60 令和 34(2052) 回復  検討 

24 山際児童館 80 令和 56(2074) 向上  回復 

25 妻田東児童館 80 令和 56(2074) 向上  回復 

91 ／ 107



8 

26 荻野児童館 80 令和 56(2074) 向上  回復 

27 七沢児童館 60 令和 36(2054) 回復  検討 

28 緑ケ丘児童館 80 令和 57(2075)  向上  

29 下古沢児童館 60 令和 38(2056)  回復  

30 森の里児童館 80 令和 60(2078)  向上  

31 荻野新宿児童館 80 令和 62(2080)  向上  

32 温水・恩名児童館 80 令和 63(2081)  向上  

33 愛甲児童館 60 令和 46(2064)  回復  

34 毛利台児童館 80 令和 69(2087) 回復  向上 

35 岡田児童館 80 令和 69(2087) 回復  向上 

36 上戸田児童館 60 令和 55(2073) 回復  回復 

37 金田児童館 60 令和 61(2079)  回復  

38 厚木北児童館 80 令和 83(2101)  回復  
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１ 公民館 
(１) 施設の概要 

ア 設置目的 

施設名称 公民館 

設置目的 ・社会教育法第 20 条に定める事業を行い、住民の教養の向上等を図

り、生活文化の振興、社会福祉の増進のために設置 

関連計画等 － 

 

イ 施設一覧 

No. 施設名称 地区名 築年数 建築年度 
延べ床 

面積(㎡) 
棟数 構造 備考 

１ 睦合南公民館 睦合南 45 年 昭和 55(1980) 685.76 1 RC 造 地上 2 階 

２ 愛甲公民館 南毛利南 44 年 昭和 56(1981) 810.33 1 RC 造 

地上 2 階 愛甲小学

校との複合施設

(1,765.33m) 

３ 睦合北公民館 睦合北 41 年 昭和 59(1984) 1,480.94 1 RC 造 地上 2 階 

４ 
荻野公民館 

上荻野分館 
荻野 38 年 昭和 62(1987) 1,283.87 1 RC 造 地上 2 階 

５ 相川公民館 相川 36 年 平成 1(1989) 1,517.72 1 RC 造 地上 2 階 

６ 小鮎公民館 小鮎 33 年 平成 4(1992) 1,779.34 1 RC 造 地上 2 階 

７ 依知北公民館 依知北 31 年 平成 6(1994) 1,734.65 1 RC 造 地上 2 階 

８ 緑ケ丘公民館 緑ケ丘 30 年 平成 7(1995) 2,092.93 1 RC 造 
緑ケ丘児童館との複

合施設(2,348.66 ㎡) 

９ 玉川公民館 玉川 30 年 平成 7(1995) 1,454.61 1 RC 造 地上 2 階 

10 南毛利公民館 南毛利 29 年 平成 8(1996) 1,467.41 1 RC 造 地上 2 階 

11 森の里公民館 森の里 27 年 平成 10(1998) 1,824.93 1 RC 造 
森の里児童館との複

合施設(2,053.56 ㎡) 

12 依知南公民館 依知南 20 年 平成 17(2005) 1,759.32 1 RC 造 地上 2 階 

13 睦合西公民館 睦合西 16 年 平成 21(2009) 1,764.40 1 RC 造 地上 2 階 

14 荻野公民館 荻野 15 年 平成 22(2010) 1,804.30 1 RC 造 地上 2 階 

15 厚木南公民館 厚木南 8 年 平成 29(2017) 1,717.54 1 RC 造 

地上 3 階 消防団第

1 分団第 2 部器具置

場との複合施設

(1,811.48 ㎡) 

16 厚木北公民館 厚木北 0 年 令和７(2025) 1,972.34 1 RC 造  

資料２－５ 
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ウ 施設配置図 
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エ 利用状況及び利用見込み 

 

 

 

オ 維持管理費用 

 

 

 

カ 老朽化の状況 

築年数別の延床面積 
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(２) 現状認識 

配置状況 

 ・地区市民センター(市役所の支所的な機能の一部である住民票等の交付に加え、地

域要望を聞く機能を持つ)を併設する地域の社会教育施設として、各地区自治会連

絡協議会の区域ごとに１館ずつ設置しています。 

・住民の身近な学習活動の拠点、地域コミュニティ活動の拠点であるとともに、防

災拠点機能を持っています。 

利用・維持管理状況 

 ・ここ数年は大きな増減はなく、ほぼ一定の利用者数を維持しています。今後、人

口の減少に伴い利用者が減少することが見込まれます。 

・デジタル化の進展により窓口業務は減少傾向にある一方、高齢化の進展に伴い福

祉相談等の需要は増加傾向にあるなど、求められる機能や役割が変化していま

す。 

・維持管理コストは増加傾向にあります(※データ確認後に修正)。 

施設の老朽化状況 

 ・全 16 館のうち半数以上が、中期までに築 40 年以上を迎える見込みです。 

・一部の施設は、エレベーターや体育室が設置されていない状況です。 

 

(３) 今後の在り方 

今後の必要性 

 ・今後、人口減少に伴う利用者数の減少が見込まれますが、地域コミュニティの形

成に向けた拠点施設として、また、災害時における指定緊急避難所としての機能

を有するなど、まちづくりにおいて重要な役割を担うことが求められているた

め、必要な整備を行います。 

・一部施設においてバリアフリーなどの施設機能の面で課題があることから、建替

えや改修の際には、これら課題への対応が必要です。 

今後の方向性 

 ・地域に密着した施設として、また防災拠点としての機能を持つ施設として、今後

も現状の公民館の配置を維持し、機能を継続します。 

 (改修) 

・施設を目標耐用年数まで使用することを基本とし、計画的な長寿命化改修を実施

します。 

・耐用年数評価を実施し、目標耐用年数以降も使用可能となった建物については、

目標耐用年数以降も、改修によりさらなる長寿命化を図ることを原則とします。 

 (建替え・複合化) 

・現在計画を進めている睦合南公民館の建替えについては、複合化を検討するとと

もに、これまでの整備実績に基づく標準的な規模での更新とします。 

・大規模改修の際にも、複合化を検討します。 
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(４) 個別施設の今後の方向性 
※凡例 

建替え：期間中に建替えを実施 

回復 ：長寿命化改修(機能回復) 

向上 ：長寿命化改修(機能回復＋機能向上)  

No. 施設名 

目標 

耐用 

年数 

目標耐用年数を 

迎える年度 
前期 中期 後期 

1 睦合南公民館 80 令和 42(2060) 建替え   

2 愛甲公民館 80 令和 43(2061)  回復  

3 睦合北公民館 80 令和 46(2064)  回復  

4 
荻野公民館 

上荻野分館 
80 令和 49(2067) 向上  回復 

5 相川公民館 80 令和 51(2069) 向上  回復 

6 小鮎公民館 80 令和 54(2072) 向上  回復 

7 依知北公民館 80 令和 56(2074) 向上  回復 

8 緑ケ丘公民館 80 令和 57(2075)  向上  

9 玉川公民館 80 令和 57(2075)  向上  

10 南毛利公民館 80 令和 58(2076)  向上  

11 森の里公民館 80 令和 60(2078)  向上  

12 依知南公民館 80 令和 67(2085)   向上 

13 睦合西公民館 80 令和 71(2089) 回復  向上 

14 荻野公民館 80 令和 72(2090) 回復  向上 

15 厚木南公民館 80 令和 79(2097)  回復  

16 厚木北公民館 80 令和 87(2105)   回復 
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１ 老人憩の家 
(１) 施設の概要 

ア 設置目的 

施設名称 老人憩の家 

設置目的 高齢者の生きがいづくりを支援するほか、地域住民の活動促進を図るた

めに設置。 

※平成 20(2008)年度以降は、地域住民が集会等のコミュニティ活動に利

用することができる施設となっています。 

関連計画等 － 

 

イ 施設一覧 

No. 施設名称 地区名 築年数 建築年度 
延べ床 

面積(㎡) 
棟数 構造 備考 

１ 長坂老人憩の家 依知南 55 年 昭和 45(1970) 185.23 1 W 造 地上１階 

２ 下沖老人憩の家 相川 51 年 昭和 49(1974) 137.43 1 W 造 地上１階 

３ 林老人憩の家 睦合西 51 年 昭和 49(1974) 181.69 1 W 造 地上２階 

４ 岡津古久老人憩の家 玉川 51 年 昭和 49(1974) 117.59 1 W 造 地上１階 

５ 関口老人憩の家 依知南 50 年 昭和 50(1975) 149.45 1 W 造 地上１階 

６ 下川入老人憩の家 依知北 49 年 昭和 51(1976) 111.79 1 W 造 地上１階 

７ 金田老人憩の家 依知南 48 年 昭和 52(1977) 128.36 1 W 造 地上１階 

８ 宮本老人憩の家 荻野 47 年 昭和 53(1978) 128.36 1 W 造 地上１階 

９ 尼寺老人憩の家 小鮎 46 年 昭和 54(1979) 125.87 1 W 造 地上１階 

10 緑ケ丘老人憩の家 緑ケ丘 45 年 昭和 55(1980) 120.27 1 W 造 地上２階 

11 七沢老人憩の家 玉川 44 年 昭和 56(1981) 132.70 1 W 造 地上１階 

12 千頭老人憩の家 小鮎 43 年 昭和 57(1982) 134.98 1 W 造 地上１階 

13 上落合老人憩の家 相川 42 年 昭和 58(1983) 141.93 1 S 造 地上２階 

14 片平老人憩の家 南毛利南 41 年 昭和 59(1984) 150.33 1 W 造 地上１階 

15 中戸田老人憩の家 相川 40 年 昭和 60(1985) 155.69 1 W 造 地上１階 

16 上依知老人憩の家 依知北 39 年 昭和 61(1986) 186.73 1 W 造 地上２階 

17 船子老人憩の家 南毛利南 38 年 昭和 62(1987) 159.61 1 W 造 地上１階 

18 酒井老人憩の家 相川 38 年 昭和 62(1987) 165.62 1 W 造 地上１階 

19 山際老人憩の家 依知北 37 年 昭和 63(1988) 187.74 1 W 造 地上２階 

20 下依知老人憩の家 依知南 37 年 昭和 63(1988) 161.80 1 W 造 地上２階 

21 藤塚老人憩の家 依知北 36 年 平成１(1989) 181.08 1 W 造 地上２階 

資料２－６ 
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22 温水老人憩の家 南毛利 36 年 平成１(1989) 172.66 1 W 造 地上２階 

23 長谷老人憩の家 南毛利 36 年 平成１(1989) 165.88 1 W 造 地上２階 

24 及川老人憩の家 睦合西 34 年 平成３(1991) 200.23 1 S 造 及川児童館

との複合施

設(415.12

㎡) 

25 鳶尾老人憩の家 荻野 34 年 平成３(1991) 161.90 1 S 造 鳶尾児童館

等の複合施

設(391.75

㎡) 

26 戸室老人憩の家 南毛利 34 年 平成３(1991) 180.42 1 W 造 地上１階 

27 日枝老人憩の家 小鮎 32 年 平成５(1993) 182.40 1 W 造 地上１階 

28 山際南部老人憩の家 依知北 31 年 平成６(1994) 206.88 1 S 造 山際児童館

との複合施

設(474.50

㎡) 

29 妻田東老人憩の家 睦合南 31 年 平成６(1994) 179.87 1 S 造 妻田東児童

館との複合

施設(399.44

㎡) 

30 妻田西老人憩の家 睦合南 30 年 平成７(1995) 170.17 1 W 造 地上１階 

31 荻野久保老人憩の家 荻野 29 年 平成８(1996) 180.40 1 W 造 地上１階 

32 荻野新宿老人憩の家 荻野 25 年 平成 12(2000) 260.83 1 S 造 荻野新宿児

童館との複

合施設

(483.84 ㎡) 

33 温水・恩名老人憩の

家 

南毛利 24 年 平成 13(2001) 194.66 1 S 造 温水・恩名

児童館との

複合施設

(455.98 ㎡) 

34 愛甲老人憩の家 南毛利南 21 年 平成 16(2004) 324.10 1 S 造 愛甲児童館

との複合施

設(558.77

㎡) 
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35 三田老人憩の家 睦合北 18 年 平成 19(2007) 249.90 1 S 造 地上１階 

36 毛利台老人憩の家 南毛利 18 年 平成 19(2007) 220.63 1 S 造 毛利台児童

館との複合

施設(442.81

㎡) 

37 岡田老人憩の家 相川 18 年 平成 19(2007) 211.27 1 S 造 岡田児童館

との複合施

設(440.12

㎡) 

38 厚木南老人憩の家 厚木南 17 年 平成 20(2008) 410.66 1 S 造 地上２階 

39 愛名老人憩の家 南毛利 17 年 平成 20(2008) 402.50 1 S 造 地上１階 

40 下古沢老人憩の家 小鮎 14 年 平成 23(2011) 233.03 1 W 造 地上１階 

41 上古沢老人憩の家 小鮎 10 年 平成 27(2015) 151.20 1 W 造 地上１階 

42 金田東老人憩の家 依知南 7 年 平成 30(2018) 156.05 1 W 造 金田児童館

との複合施

設(407.86

㎡) 
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ウ 施設配置図 
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エ 利用状況及び利用見込み 

 

 

 

オ 維持管理費用 

 

 

 

カ 老朽化の状況 

築年数別の延べ床面積 

 

 

(２) 現状認識 

配置状況 

 ・他自治体と比較すると圧倒的に多く設置されており、また市内には、類似機能を

持つ公共施設があるほか、自治会館等※も 133 館設置されています。 

※地域住民が集会等のコミュニティ活動に利用するための施設です。自治会が所有

し又は借り受けて管理するもので、新築、増改築、用地購入等に対する補助制

度があります。 

・42館のうち 10 館は、児童館との複合施設として整備しています。 

利用・維持管理状況 

 ・利用者数は施設によりばらつきがあります。 

・和室の使用が減少するなど、各室の利用傾向にも違いがあります。 

・平成 18(2006)年度から「老人憩の家管理委員会」と指定管理の協定を締結してお

り、指定管理者制度の導入等により一部の業務についてコストの縮減を図ってい

ます。 

・(維持管理コスト：コストデータをもとに記載予定です。） 

老朽化の状況 

 ・昭和 40年から 50年代に建設された施設については、老朽化に伴い修繕費が増加

する傾向にあります。 

 

185
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559

0 1,000 2,000 3,000
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(３)今後の在り方 

今後の必要性 

 ・今後、人口減少に伴う利用者数の減少が見込まれますが、令和９年４月１日付で

施設名称を「いこいの家」に改正することによって誰もが使える施設であること

が明確になり、施設利用者数が現在より増加する見込みであることから、施設利

用者数の推移を見極めながら、建替えや改修を行う必要があります。 

・他自治体と比較して施設数が多く、類似機能を持つ施設や自治会館等も地域に立

地していることから、地域全体での機能分担や施設配置のあり方を検討する必要

があります。 

今後の方向性 

 ・地域活動の促進を図る施設として、今後も機能を継続します。 

(改修) 

・施設を目標耐用年数まで使用することを基本とし、計画的な長寿命化改修を実施

します。 

・改修・修繕は、安全確保に係るものを最優先にしながら、ニーズの変化等を踏ま

え優先順位をつけて取組を進めます。 

 (配置・機能) 

・原則、新たな施設整備や、単独かつ同規模での建替えは行わず、既存公共施設と

の複合化や集約化、地域への移譲等を検討し、機能を維持します。なお、これら

の検討を経ても、単独での建替えが必要との結論に至った場合は、原則、既存施

設より延べ床面積を削減した上で、更新を行うものとします。 

・施設数については、施設名称の改正による利用者数の動向を考慮した上で、適切

な管理が行えるよう検討します。 

※ 施設名称の改正は、市議会９月定例会議の議決後に確定します。 

 

(４) 個別施設の今後の方向性 
※凡例 

建替え：建替え事業を実施中 

回復 ：長寿命化改修(機能回復) 

向上 ：長寿命化改修(機能回復＋機能向上) 

検討 ：廃止・複合化、集約化、更新等の方針を検討 

No. 施設名 目標 

耐用 

年数 

目標耐用 

年数を 

迎える年度 

前期 中期 後期 

１ 長坂老人憩の家 60 令和 12(2030) 建替え   

２ 下沖老人憩の家 60 令和 16(2034) 検討   

３ 林老人憩の家 60 令和 16(2034) 検討   

４ 岡津古久老人憩の家 60 令和 16(2034) 検討   

５ 関口老人憩の家 60 令和 17(2035)  検討  

６ 下川入老人憩の家 60 令和 18(2036)  検討  

７ 金田老人憩の家 60 令和 19(2037)  検討  

８ 宮本老人憩の家 60 令和 20(2038)  検討  
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９ 尼寺老人憩の家 60 令和 21(2039)  検討  

10 緑ケ丘老人憩の家 60 令和 22(2040)  検討  

11 七沢老人憩の家 60 令和 23(2041)  検討  

12 千頭老人憩の家 60 令和 24(2042)  検討  

13 上落合老人憩の家 80 令和 45(2063)  検討  

14 片平老人憩の家 60 令和 26(2044)  検討  

15 中戸田老人憩の家 60 令和 27(2045)   検討 

16 上依知老人憩の家 60 令和 28(2046)   検討 

17 船子老人憩の家 60 令和 29(2047) 向上  検討 

18 酒井老人憩の家 60 令和 29(2047) 向上  検討 

19 山際老人憩の家 60 令和 30(2048) 向上  検討 

20 下依知老人憩の家 60 令和 30(2048) 向上  検討 

21 藤塚老人憩の家 60 令和 31(2049) 向上  検討 

22 温水老人憩の家 60 令和 31(2049) 向上  検討 

23 長谷老人憩の家 60 令和 31(2049) 向上  検討 

24 及川老人憩の家 80 令和 53(2071) 向上  回復 

25 鳶尾老人憩の家 80 令和 53(2071) 向上  回復 

26 戸室老人憩の家 60 令和 33(2051) 向上  検討 

27 日枝老人憩の家 60 令和 35(2053) 向上  検討 

28 山際南部老人憩の家 80 令和 56(2074) 向上  回復 

29 妻田東老人憩の家 80 令和 56(2074) 向上  回復 

30 妻田西老人憩の家 60 令和 37(2055)  向上  

31 荻野久保老人憩の家 60 令和 38(2056)  向上  

32 荻野新宿老人憩の家 80 令和 62(2080)  向上  

33 温水・恩名老人憩の家 80 令和 63(2081)  向上  

34 愛甲老人憩の家 80 令和 66(2084)  向上  

35 三田老人憩の家 80 令和 69(2087) 回復  向上 

36 毛利台老人憩の家 80 令和 69(2087) 回復  向上 

37 岡田老人憩の家 80 令和 69(2087) 回復  向上 

38 厚木南老人憩の家 80 令和 70(2088) 回復  向上 

39 愛名老人憩の家 80 令和 70(2088) 回復  向上 

40 下古沢老人憩の家 60 令和 53(2071) 回復  向上 

41 上古沢老人憩の家 60 令和 57(2075)  回復  

42 金田東老人憩の家 60 令和 61(2079)  回復  

 

104 ／ 107



 

 

 

 

案件(3) 

 
今後のスケジュールについて

105 ／ 107



 

 

 

106 ／ 107



厚木市公共施設最適化検討委員会 今後のスケジュールについて 

 

 開催日程 審議・検討内容（予定含む） 
主な内容 

 全体方針 目標設定 方針の具体化 

第

１

回 

５月 26 日(火) 午後２時から 

１ 計画の構成 

２ 基本方針の考え方 

（課題・論点を踏まえた方向性) 

３ 目標の考え方 

 （財政シミュレーション) 

 

 

 

 

 

 

第

２

回 

６月 29 日(月) 午後２時から 

１ 基本方針 

２ 目標設定 

３ 施設類型の見直し 

４ 土木インフラの概要等 

   

第

３

回 

【市長からの諮問】 

８月 27 日(木)午後２時から 

１ 総合管理計画改定原案 

  （具体的な取組方策） 

２ 主要な施設類型の今後の方針 

 

 

 

 

 

 

第

４

回 

【確定】 

９月 25 日（金) 午後３時 

１ 総合管理計画改定原案 

２ 全施設類型の今後の方針 

３ 改定による新たな取組 

   

 

 
【予定】 

10 月初旬～中旬 
答申案の確認 

   

答

申 

【市長への答申】 

10 月 19 日（月) 午後１時 

市長への答申 

（委員長及び職務代理のみ出席） 

   

 

総合管理計画の構成 

基本方針の 

考え方 
目標の 

考え方 

目標設定 基本方針 

具体的な取組方策 

主要な施設類型の方針 

改定による新たな取組 

総合管理計画改定原案 

資料３ 
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